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昭

和

61

年

11

月

第

二
臨

調

・
「
行

政

改

革

」

と
国

家

財

政

(4
)

小

林

晃

1

円
高

の
新
局
面

を
迎
え

て
、
「
貿

易
摩
擦
」
が

い
ち
だ
ん
と
激
化
し
、

ま
た
新
円
高
を
契
機

に
新

た
な

不
況

に
突
入
す
る
公
算
が
大
き

い
状
況

の
も
と
で
、
「
行
革
」
予
算
五
年
目
と
し

て
の

一
九
八
六
年
度
政
府
予
算
案
が
、
第
三
次

・
中
曽
根
内
閣

の
も
と

で
編
成
さ
れ
た
。

第
百
四
通
常
国
会
再
開

の
冒
頭

(八
六

・
一
・
二
七
)
で
の
施
政
方
針
演
説

に
お
い
て
、
首
相
は
持
論

の

「
戦
後
政
治

の
総
決
算
」
路
線

を
貫
ぬ
く

こ
と
を
あ
ら
た
め
て
強

調
し
、
そ

の
具
体
策
で
あ
る

「
行
政
改
革
」
を
、
内
政
面

に
お
け

る

「
最
重
要
課
題
」
と
位
置
づ
け

る
と

ヘ

ヘ

ヘ

へ

と
も

に
、
「
国
際
社
会

に
お

い
て
名
誉
あ

る
地
位
を
占
め
よ
う
と
す
る
、
真

の
国
際
国
家

日
本
を
実
現
す
る
た
め
の
重
要
な
礎
石
で
あ

る
」

と
述
ぺ
て
い
る
。

こ
う
し
た
認
識
に
た

っ
て
、

e
国
鉄
改
革

(八
七
年
四
月
の
「
分
割

・
民
営
化
」
を
め
ざ
し
て
、
関
連
九
法
案
を
今
国
会
に
提
出
)

を
断
行
す
る
、

口
来
八
七
年

に
戦
後
税
制

の
抜
本
改
革

(見
直
し
)
を
図
る
、

日
教
育
改
革
を
実
施

に
移
す
、

四
今
年
度
を
初
年
度
と
す

る
新
中
期
防
衛
力
整
備
計
画

の
着
実
な
実
施

に
努
め
る
、

働
経
済
摩
擦

の
克
服
に
着
実

に
取
り
組
む
な
ど
、

「
戦
後
政
治

の
総
決
算
」

の

"
総
仕
上
げ
"
を
強
調
し
て

い
る
。

(国
鉄
関
連
九
法
案
は

一
つ
を
除
い
て
廃
案
と
な
り
、
八
六

・
九

.
十

一
召
集
の
第
百
七
臨
時
国
会

へ
再
提
出
)
。

そ
こ
で
先
ず
、
今
八
六
年
度

「
行
革
」
予
算

の
特
徴
的
な
経
済
的
背
景
を
な
す
、
円
高

の
新
局
面
下

の
八
六
年
度
経
済
情
勢

に

つ
い
て

概
括
し
て
お
き
た
い
。
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1

円
高
の
新
局
面
下
の
日
本
経
済

資

本
主

義

(帝
国
主
義
)

の
世
界

経
済

は
、

一
九

七

一
～

七
三
年

に

か
け

て

の
、

ド

ル

・
金
党

換

停

止

と

国
際

通
貨

体
制

の
固
定

相

場

制
か
ら

変
動

相
場

制

へ
の
移
行
、

な
ら
び

に

一
九

七
四

・
七
五
年

世
界

恐
慌

と

を
転
機

と

し

て
、

新

た

に
時
期

を
画

す

る
局
面

に
入
り
、

そ

の
矛
盾

と
危
機

と

不
安

定
性

を

い
ち

だ

ん
と
深

め

て

い
る

こ
と

に

つ

い
て

は
、

す

で
に
述

べ

た
と

お
り

で
あ

る

(本
誌
、
第
一
二

巻
、
第

二
号
の
拙
稿
)
。

そ

の

こ
と

は
、

た
と
え
ば

、
「
ス
タ
グ

フ

レ
ー

シ

ョ
ン
」

の
発

現
、

不
況

の
頻
発

と
長
期

化
、

低
成

長

と
大

量
失
業
、

慢

性

イ

ソ
フ

レ

の
進

行
、

長
期

・
慢
性
的

な

財
政

危
機

、
「
発

展
途

上
国
」

に

お
け

る
巨
額

な

債
務

累
積

(第
-
図
)

ア

メ
リ

カ

の
債
務

国

へ
の
転

落

(八

五
年
中
に
ほ
ぼ
確
実
ー

第
2
図
参
照
)
と
ド

ル
暴
落

の
懸

念
、

世
界

最

大

の
純
資

産

国

へ
躍

り

出

た

(八
五
年
中
に
ほ
ぼ
確
実
-

第

3
図
、

第
-
表
)
日
本

な
ら

び

に
米
国

・
E
C

の
帝

国

主
義

三

極
間

に
お
け

る
経
済

戦
争

の
激
化
、

等

々
に
象

徴

的

に
示
さ

れ

て

い

る
と

お
り

で

あ

る

(注
)。〈注

〉

ア
メ
リ
ヵ
商
務
省

の
八
六
年
三
月

一
八
日
発
表

に
ょ
る
と
、

一
九
八
五
年

の
貿
易
収
支

の
赤
字
が

一
、
二
四
三
億
ド

ル
、
対
外
援
助
な
ど

移
転
収
支

の
赤
字
が

一
四
八
億
ド

ル
、

こ
れ
に
対
し
て
、
対
外
投
資

に
も
と
つ
く
黒
字
が
一
二

四
億
ド

ル
で
、
差
し
引
き
経
常
収
支
は

一
、

一
七
七

億
ド
ル
の
赤
字
と
な
り
、

こ
の
結
果
、

ア
メ
リ
カ
は

一
九

一
四
年
以
来
七

一
年
ぶ
り
に
対
外
債
務
超
過
国
に
転
落
し
た
。

変
動
相
場
制

に
象
徴
さ
れ
る
と
お
り
、

い
わ
ば
乱
気
流

に
突
入
し
た
現
段
階

の
世
界
経
済
と
、
そ

こ
に
お
け
る
独
占
資
本

の
国
際
的
葛

藤

の

「
気
圧
計
」

(『
資
本
論
』
、
第
三
巻
、

ニ
ン
ゲ
ル
ス
)
と
も

い
う
べ
き
為
替
相
場
が
、
ド

ル
暴
落

の
懸
念
と
可
能
性
を
含
み

つ
つ
、

不
安

定
と
動
揺
を
強

め
る
な
か
で
、

一
九
八
六
年
度

の
世
界
経
済

は
、
新
た
な
不
況
局
面

へ
入
ろ
う
と
し
て
い
る
。

資
本
主
義

の
世
界
経
済

は
、

一
九
七
四
～
七
五
年

に
戦
後
最
大

の
世
界
恐
慌

に
見
舞
わ
れ
て
以
降
、
そ

の
後
本
格
的
な
景
気
回
復
を
み
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3

な

い
ま
ま
八
〇
～

八

二
年

に
再

び
恐
慌

に
見
舞

わ
れ

た
。

八
三
～

八

四
年

に
は

一
定

の
景
気

の
回
復

が
み
ら

れ

た
も

の
の
、

早

く
も

八

五

年

後

半
以

降
、
新

た
な
恐

慌

・
不
況
局

面

へ
落

ち
込

も
う

と

し

て

い
る
。

O

E
C

D
発

表

の
経
済

見

通

し

(第
2
表
参
照
)
に
よ
る
と
、

一

次

産

品
価
格

の
軟
化

な
ど

に
よ
り
、

イ

ソ
フ

レ
は
多

か
れ
少

な

か
れ
沈

静
化
す

る
も

の

の
、

八

六

・
七
年

に
か
け

て
、

日

.
米

を
中

心

に

世

界
経
済

は
お
し

な
べ

て
経
済

成

長

の
新

た
な
鈍

化

・
減

速

が
続
く

、

と
予

測

し
て

い
る
。

O
E
C

D
加
盟

国

の
中

で
、
落

ち
込

み
が
最

大

と
予

測

さ
れ

て

い
る

の
が

日
本

で
、

八

五
年

の

五

%

(前
回
予
測

の
五

.
二
五
か
ら
下
方

修
正
)
が

八
六
年

に
は
三

・
五

%

(同
四

・
五
%
)、

さ
ら

に
八

七
年

に
は
三

・
二

五
%

に
な

る
と
予

測

し

て

い
る
。

ア

メ

リ

カ
も
、

八
五
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第3図 日本の経常収支と対外純資産残高の推移
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第1表 日本 の 対 外 資 産 ・負 債(・ ・,年末)

(単位:億 ドル)

債負産資

x132

837

295

1536

1459

77

2669

743

471

273

長 期 負 債

民 間 部 門

政 府 部 門

短 期 負 債

民 間 部 門

政 府 部 門

負 債 合 計

純 資 産

民 間 部 門

政 府 部 門

2292

1919

372

1120

848

273

3412

産

門

門

産

門

門

計

資

部

部

資

部

部

合

期
離

期
翻

産

 長

短

資

※1985,9.28閣 議 報 告

 

年

は
輸

入
増

な

ど

か
ら
前

回
見
通

し

の
三

・
二
五

%

か
ら

二

・
五
%

へ
下

方
修

正

さ
れ
、

八

六
年

は
二

・
七

五
%
、

八
七
年

は
二

・
五
%

へ
落

ち

こ
む
と
予

測

さ
れ

て

い
る
。

そ

し

て
事

実
、

ア

メ
リ

ヵ
商

務
省

の
発
表

(八
五

.
一
二

・
二
〇
)
に
よ
れ
ば
、

八

五
年

の
ア

メ
リ

カ

の

年

平
均

実
質
成

長
率

は
年

二

・
四
%
と

な
り
、

八

四
年

の
六

・
六
%

か
ら

大
幅

に
減

速

し
た

こ
と
が
報

じ
ら
れ

て

い
る
。
ま

た
同

八

六

・

二

・
二
〇

発
表

で

は
、

八
五
年

第

四

・
四
半
期

の
伸

び
率

は
、

前

期
比

で
年
率

一
・
二

%

(先
の
発
表
で
は
二

・
四
%
)
か
ら

大
幅

に
下
方

修

正
さ

れ
、

こ
の
結

果
、

八

五
年

の
伸
び

率

は
改
訂

値

二

・
三

%
と
発

表

し

て

い
る
。

こ
う

し
た
世

界

経
済

の
動
向

の
な

か

で
、

一
九

八
六
年

度

の
日
本
経

済

は
、

七

三
年

の
変
動

相
場
制

へ
の
移
行

後
、

五
回

目

の
新

た

に
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第2表 先進資本主義国の経済見通 し

(1)実 質経済成長率

1986年
1987年

上 期

3.25

2.5

2.25

1.5

1.75

2.25

2.75

2.J

3.5

2.75

3.25

2.0

2.25

2.5

3.0

2.75

1985年

5.0

2.5

2.25

1.0

3.25

2.25

4.0

2.75

 

本

独

米

仏

英

日

西

ダ

計

伊

ナ

盟

力

加

(注)単 位%,87年 上期は年率換算

② 経常収支

1・985年11986年1望87論

570

▼1,475

18Q

25

40

748

{i

▼688

573

f1,4sa

203

35

50

▼53

▼10

●630

475

01,283

128

8

43

▼73

0

×720

日 本

米

西 独

仏

英

伊

カ ナ ダ

加盟国計

(注)億 ドル,▼ は 赤 字,87年 上 期 は 年 率 換 算

※OECD,1985.12.19発 表

化

の
結
果
、
従
前
と
同
様

の
対
応
を
許
す
余
裕
を
ほ
と
ん
ど
失

っ
て
い
る
と

い

っ
て
よ
い
。
そ
れ
だ
け

に
、

本
経
済

に
お
よ
ぼ
す
諸
影
響

は
い
ち
だ
ん
と
深
刻
と
み
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

八
四
年
九
月
頃

か
ら
始
ま

っ
た
今
回

の
急
激
な
円
高

1ー
ド

ル
安
は
、

ア

メ
リ
カ
の
経
済
力

の
凋
落
と

日
本

・
E
C

の
躍
進
と

い
う
六
〇

年
代
後
半
以
降

の
不
均
等
発
展
が
、
そ

の
背
景
を
な
し
て

い
る
と

い

っ
て
よ
い
が
、
直
接
的
に
は
、

ア
メ
リ
カ
の
巨
額
な
財
政
赤
字

(軍

拡
と
減
税
)
と
経
常
収
支

の
赤
字
と

い
う

「
双
子

の
赤
字
」
が
も

た
ら
し
た
ド

ル
の
異
常
高
が
く
る
と

こ
ろ
ま
で
き
た
と

い
う
事
情
が
あ
る
。

こ
う
し
た
ド

ル
の
異
常
高

の
理
由
と
し
て
、

一
般

に
次

の
諸
点
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
8
ア

メ
リ
カ
の
経
済
競
争
力

の
低
下

に
よ
る
輸

入
激
増
と
、
そ
れ
に
よ
る
経
常
収
支

の
赤
字

の
恒
常
的
増
大
、

ロ

レ
ー
ガ

ソ
に
よ
る
大
量

の
国
債
発
行
-

軍
拡

・
軍
事
費

の
増

大
と
資

 本
減
税

と

い
う
景

気
刺

激

策
が

財
政

赤
字

を
継
続

的

に
膨
張

さ

せ
、

そ
れ

に
よ
る

い
わ

ゆ
る

ク
ラ

ウ
デ

ィ
ソ
グ

・
ア

ウ

ト

自
o
毛
脳
ぎ
σQ
6
9

で
金
利

が
高

騰

し

(注
)、

外
資

の
急

流

入
を
招

い
た

こ
と
、

㊨
こ
う

し

た
財

政
赤

字

を

ま
か
な

い
、

か

つ
イ

ソ

フ

レ
抑

制

を
意

図

し

た
高

急
激
な
円
高
局
面
を
迎
え

て
い
る
。
過

去
四
回
ま
で
は
、
円
高
に
と
も
な
う
国

際
価
格
競
争
力

の
相
対
的
低
下

に
よ
る

輸
出
と
利
潤

の
減
少

を
、
輸
出
価
格

の

引
上
げ

で
相
当
程
度
ヵ
バ
ー
し
え

て
き

た
。
だ
が
、
今
回

の
場
合
、
世
界
経
済

は
、
矛
盾

と
危
機

の
い

っ
そ
う

の
深

ま

り
、
世
界
市
場
の
受
容
力

の
縮
少
と
梗

塞
、
国
際
経
済
戦
争

の
か

つ
て
な
い
激

今

回
の
新

「
円
高
」
が
、

日
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第4図 円の対 ドル相場の推移(東 京市場,直 物の中心相場)

.」

鋤

別
日
米
欧
協
調
利
下
デ

]
日
本
公
定
歩
合

劃
第
茨

引
き
下
げ

＼

朗
五
ヵ
国
蔵
相
会
議

窃
日
米
独
協
調
介
入

1ド ノ

200円

珊

レ
ー
ガ
ン
再
選

"

レ
ー
ガ

ン
米
・大
統
領
就
任

円

」
ウ
の
ユ

捌

O
P
E
C
原
油
段
階
他
上
発
表

b
米
国
ド
ル
防
衛
策
発
表

85 86848382811978f「7980

※ 朝 日,1986.4.3

〈
注
〉

い
わ
ゆ
る
ク
ラ
ウ
デ

ィ
ソ
グ

・
ア
ゥ
ト
は
、
国
債

の
大
量
発
行
ー

国

庫

へ
の
資
金
吸
い
上
げ
1

民
間
に
お
け

る
資
金
需
給

の
逼
迫
I
i
金

利
上

昇
と
し
て
、
結
果
的
に
金
融
引
締

(金
利
引
上
)
と
同
じ
デ
フ
レ
効
果
を
国

民
経
済
に
及
ぼ
す
も
の
と
し
て
説
明
さ
れ
て
い
る
。
だ
が
、

こ
れ
は
特
殊
、

例
外
的
な
い
し
タ
イ
ム

・
ラ
グ
的
現
象
と
解
す
べ
き

で
あ
ろ
う
。
と

い
う

の

は
、
第

一
に
、
国
債

の
大
量
発
行
に
よ
る
資
金
は
、
早
晩
、
軍
事
費
な
い
し

公
共
投
資
と
し
て
支
出
さ
れ
る
。
第
二
に
、
国
債
発
行
は
、
中
央
銀
行
の
直

接
引
受

の
場
合
は
も
ち
ろ
ん
の
こ
と
、
間
接
発
行

の
場
合

で
も
、
中
央
銀
行

に
よ
る
買
オ
ペ
な
い
し
国
債
抵
当
貸
出
し
に
よ

っ
て
、
全
体
と
し
て
資
金
需

給
は
、
緩
和
さ
れ
る
こ
と
は
あ

っ
て
も
、
引
締
ま
る
こ
と
は

一
般
的

に
あ
り

え
な
い
か
ら
で
あ
る
。

リ

カ

の
要
請

に
よ

っ
て
、

「
先

進

五

ケ
国

(日
、
米
、
西
独
、
英
、

ド

ル
高

修

正

の
た
め

の
政

策

的

な
協

調
介

入
と
、

金
利
操

作

移

行
後

五

回
目

の
今

回

の
急

激

な
円
高

H
ド

ル
安

は
、
直

接

に
は
、

結

果
、

思
惑

的

な
ド

ル
売

り

・
円
買

い

(為
替
投
機
)

も
く

わ

わ

っ
て
、

金

利
政

策

に
よ

っ
て
、
海

外
資

金

の
引

き
寄

せ
を
政
策

的

に
誘
導

し

た

こ

と
、

等

々
が

そ
れ

で
あ

る
。

こ

の
結

果
、

為

替
相

場

の
直
接

的
な
決

定

要

因

で
あ

る
ド

ル
を

め
ぐ

る
需
給

関
係

に

お

い
て
、

ド

ル
需

要

を
急

増

さ

せ
、

こ
れ
が

ド

ル
の
異
常

高

を
招

い
た
と

い
う

こ
と

で
あ

る
。

こ

こ
に
お

い
て
、

八
五
年

九
月

二
二

日
、

ド

ル
暴

落

を
懸

念
す

る
ア

メ

仏
)
蔵
相

・
中

央
銀

行
総

裁
会
議

L

(G
5
)
が
開

催
さ

れ
、

為
替

市

場

・

(ア
メ
リ
カ
引
上
げ
、
日
本
、

E
C
高
め
誘
導
)
が

合
意

さ
れ

た
。
変
動

相

場
制

こ
う

し
た
政

策

の
産

物

で
あ

る

(第

3
図
参
照
)
。

と
も

あ

れ
、

こ
の

か

つ
て
固
定

相
場

制
時

代

に
は

一
ド

ル
ロ
三

六
〇

円

で

あ

っ
た
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為
替
相
場
が
、
近
年

の
二
四
〇
～
三
〇
円
台
か
ら

い

っ
き

に
二
〇
〇
～

一
五
〇
円
の
水
準

に
達
す

る
に
い
た

っ
た
。
そ
し
て
今
後
も
、

相

当

の
期
間

は
、
特
別

の
事
態

で
も
生
じ
な
い
か
ぎ

り
、

こ
の
水
準

で
推
移
す
る
可
能
性
ー

ド

ル
暴
落

の
可
能
性
を
孕

み
つ
つ
ー

が
強

い
と
み
て
よ
い
で
あ

ろ
う
。

周
知

の
と
お
り
、

ア
メ
リ
カ
の
経
済
的
凋
落
は
、

六
〇
年
代
後
半
以
降

の
ド

ル
危
機
、

そ
し
て
七

一
年

の
金

・
ド

ル
免
換
停
止
以
来

の

傾
向

で
あ

る
が
、
そ
れ
は
と
り
わ
け
、

ア

メ
リ
カ
の
貿
易
収
支
赤
字

の
巨
額
化
と
恒
常
化

に
し
め
さ
れ
て
い
る
。
そ
し
て
そ
の
中
心
が
対

日
貿
易
収
支

の
赤
字

の
増
大
で
あ
る
。

ア
メ
リ
カ
商
務
省
が
、
八
六
年

一
月
三
〇

日
発
表
し
た
八
五
年

の
貿
易
収
支

に
よ
る
と
、
貿
易
赤
字

は

一
、
四
八
五
億

ド
ル
と
史
上
最

高

に
達
し
、

こ
の
う

ち
国
別

で
は
対
日
分
が
、
そ

の
約
三
分

の

一
の
四
九
七
億
ド

ル
で
、

こ
れ
ま
た
史

上
最
高

の
規
模

に
達

し
た
。
近
年

ア

メ
リ
カ

の
貿
易
赤
字

は
、
八
三
年
が
約

六
九
四
億

ド
ル
か
ら
八
四
年

に
は

一
、
二
三
三
億

ド

ル
へ
と
ほ
ぼ
倍
増

し
、

八
五
年

に
は
赤
字

幅
が
さ
ら

に
二
%
近
く
膨
張
し
た
。

こ
の
う
ち
対

日
分
が
、
輸

入
七
二
四
億
ド

ル
、
輸
出
二
二
六
億
ド

ル
で
赤
字
四
九
七
億
ド

ル
と
な
り
、

八
四
年

の
赤
字
額

肋

貿
易
赤
字
は
、

呆

を
筆
頭

に
E
c

(二
茜

億
ド
ル
)
、

カ

ナ
ダ

(≡

二
)、

鹸

台

湾

(
=
一二

)
、

O

P
E
C

(
=

六
)
、

香
港

(六
二
)
、

メ
キ

シ

コ

(五
八
)
、

図

・

わ

た

っ
て

い
る
。

こ
う

し

て
八
五
年

九
月

の
新

通
商
政

策

に
も

み
ら

れ

る
と

お

ら第

・

り
、

ア

メ
リ

カ

の
保
護

主
義

的
傾

向

も

い

っ
そ
う

強

ま

る

に
違

い
な

い
。

臆

こ
れ

を

日
本
側

か
ら

み

た

の
が
第

4
図

で
あ

る
。

近
年
、

日
本

の
輸

出

市
場
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第3表 輸 出市場(地 域別)構 成の 推移

(単位:100万 ドル,%)

19551196019651197011975198011983
輸 出 総 劃2,…4,・55

域

力

C

A

域

ア

ア

東

カ

カ

圏

地

ジ

リ

讐

E
慰

ジ
韓
近
別
枷
産

ア

E

E

展

ア

中

ア

ラ

先

発

共

6

7

1

5

5

2

6

3

8

2

1
9

9

2

4

4

8

6

6

4

8

9

1

0
」

ウ
飼

5

q
リ

ワ
一

3

2

3

6

9

2

0

5

3
i
5

8

7

7

4

5

0

2

7

3

7

7

1

4

2

5

3

2

8,452`19,31855,7531129,8071146,927
50.8

29.3

5.7

5.4

43.5

z6.0

21.9

3.4

8.0

5.8

5.7

0

7

7

5

5

4

8

3

2

-
1

53

4

0

6

5

0

5

3

3

5

6

5

5

0
0

4

り
臼

ウ
臼

42.0

20.0

10.2

2.6

49.6

22.5

20.6

10.9

?.3

8.5

8.4

47.1

24.2

12.8

2.4

45.S

33.7

23.8

11.1

3.8

6.9

7.].

1

1

6

1

8

2

5

7

0

3

0

1

9

2

2

1

4

3

1

2

4

6

門
0

り
仰

ー
ム

4

∩
」

り
臼

ー
ユ

※ 大蔵省 『外国貿易概況』

第4表 輸出の商品別構成の推移

(単 位:100万 ドル,%)

1955196011965
.1974119751198011983

輸 出 総 額2,・ ・U・558,45219,3・S55,753」129,8・7146,927

品

料
品

品

品
品

品

品

料

燃
糠

礫
属

学

環
維

化

機

金
化

繊

食

原
重

軽

6.6

1.9

38.0

13.9

12.9

4.7

53.5

37.2

6.6

1.6

43.4

25.4

13.4

4.2

48.4

30.2

4.1

1.5

62.5

35.1

20.3

6.5

31.9

zs.7

3.4

1.Q

72.4

46.3

x.9.7

6.4

22.4

12.5

1.4

1.1

83.3

53.8

22.5

7。OI

12,9

6.7

1.2

1.0

84.4

×2.21

0.9

0.7

S5.0

12.2

※ 大蔵省 『外国貿易概況』
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は
、

地
域

別

(第
3
表
参
照
)
で
み
て

ア

メ
リ

カ
、

東
南

ア

ジ

ァ
が
大

半
を
占

め

て

い
る
が
、

最
近

で
は
特

に
ア

メ
リ

カ

の
比
重

が
著

し
く

高

ま

っ
て

い
る

(た
と
え
ば

一
九
八
三
年

で
は
総
額
の
二
九

・
一
%
と
ト

ヅ
プ
を
占

め
て
い
る
)
。

ま

た

商

品

別

(第
4
衷
参
照
)

で
は
、

六
〇

年

代
後

半
以
降

、

重
化

学

工
業

製
品

が
軽

工
業

製
品

を
逆
転

し

て
以
来

、

そ

の
割

合

は
最
近

で
は
自

動

車
、

半
導
体

、
電

子
機

器

な
ど
を
中

心

に
し

て
、

輸

出
総
額

の
八
五

%
前
後

を
も

占

め
る

に

い
た

っ
て

い
る
。

大
蔵

省

が

八

六
年

一
月

三

一
日
発
表

し
た
八

五
年

の
国

際

収
支

速
報

(第

5
表
)

に
よ
る
と
、

経
常

収
支

は
四
九
二
億

七
、

一
〇
〇

万

ド

ル

の
黒

字

で
、
過

去
最

高

の
八

四
年

の
三

五
〇
億

三
〇

〇

万
ド

ル
よ
り
約

四
割

も
増

大

し
た
。

こ
れ

は

い
う

ま

で
も

な
く
、

対

ア

メ
リ

カ
を
中

心
と
す

る
輸
出
増

を
背

景

に
貿

易
収
支

が

五

六
〇

億

二
〇
〇

万

ド

ル
と

い
う
空
前

の
黒
字

に
な

っ
た

た
め

で
あ

る
。
輸

出

は
前
年

比

三

・
四

%
増

の

一
、

七

三
九
億

二
、

八
〇
〇

万

ド

ル
、

輸

入

は
同

四

・
九

%
減

の

一
、

一
七
九
億

二
、

六
〇

〇
万

ド

ル

と

な

っ
て

い

る
。

あ

わ

せ

て
、

こ
う

し

た

ア

メ
リ

カ

の
経
常

収
支

の
赤

字

の
恒
常
化
、

対
す

る

に
対

米

)

)

)

)

＼ーノ「
へ
1
)

へ
!
)

)

)

第5表1985年 の国際収支

49,271(35,003

56,002(44,25?

173,928(168,290

117,926(124,033

d5,075(D7,747

v1,susCap,507

×64,807(Q49,651

△15,536(△14,648

Q660(04,295

3,878(3,743

△12,318(△15,200

経 常 収 支

貿 易 収 支

輸 出

輸 入

貿易外収支

移 転 収 支

長期資本収支

基 礎 収 支

短期資本収支

誤 差 脱 漏

総 合 収 支

集

を
中
心
と
す
る
日
本

の
貿
易
黒
字

の
巨
額
な
増
大

の
結
果
、
前

に
も
指
摘

し
た
と
お
り
、

畔

九
八
五
年
定

薯

が
六
五
年
ぶ
£

債
務
国

(対
外
農

が
対
外
馨

上
回
る
)

一

へ
転
落

し
、
後
者
が
対
外
純
資
産

(資
産

マ
イ
ナ
ス
負
債
)
で
世
界

一
に
な
る
見
通
し
が

力

確

実

と

な

っ

て

い

る

(朝

日
、

八
五

・
五

・
二
五
)
。

大

蔵

省

発

表

(八
五

・
五

.
二
八
)

馳吻

に
よ
れ
ば
、
八
四
年
末
の
日
本

の
対
外
護

は
政
府

.
民
間
あ

わ
せ
て
三
、

四

≡

億

伽
伽

ド

ル
、
負
債

は
二
、
六
六
九
億
ド

ル
で
差

し
引
き
純
資
産

は
七
四
三
億
ド

ル
に
達

す

る

単
△

と

い
う
。
わ
が
国
が
純
資
産

を
戦
後
黒
字

に
し
た

の
は
、

六
八
年

で
二
億
七
、
○
○
○

㈱

万
ド

ル
に
す
ぎ
な
か

っ
た
。
そ
れ
が

一
六
年
後

の
今

日
、
そ
の
二
八
〇
倍

に
も
膨
張
し
、
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第6表 対 外 直 接 投 資

(1983年 度,100万 ドル,O/)

北 米 33.2

ア メ リ カ 31.5

中 南 米 23.1

ア ジ ア 22.7

中 近 東 2.1

欧 州 12.2i

ア フ リ カ 4.5

大 洋 州 2.3

合 計
8145

100.o

※ 経企庁 『経済要覧』1985年 版

六
四
八
億
七
〇
〇
万
ド

ル
と

い
う
過
去
最
高

の
流

出
超
過

リ
カ
向
け
を
中
心
と
す
る
債
券
投
資

で
、
前
年

の
約

二
倍

の
五
三
四
億
七
、

五
億

ド

ル
増

の
六
四
億
五
、
三
〇
〇
万
ド

ル
の
流

出
超
と
な

っ
て
い
る
。

輸
出

の
面
か
ら
も
ー
ー
も

っ
と
も
、
対
米

へ
の
大
量

の
資
金
流
出
を
通
じ
て
、

と

は

い
え

-

激

化

の

一
途

を

た
ど

っ
て

い
る
。

 以
上
が
、
今
回
の
円
高

・
ド

ル
安

の
新
局
面
展
開

の
背
景

で
あ
る
。
そ
こ
で
次

に
、

そ
の
最
大

の
直
接

の
要
因
と
な

っ
た
、
G
5
に
よ

る
協
調
介
入
の
意
図
と
意
義

に

つ
い
て
簡
潔

に
ふ
れ

て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

ま
ず

ア
メ
リ
カ
側
か
ら

い
え
ば
、
第

一
は
ド

ル
暴
落

の
回
避
で
あ

る
。
す
で
に
述
べ
た
と
お
り
、
ド

ル
の
異
常
高
は
、
そ

の
必
然
的
反

動
と
し
て
ド

ル
暴
落

の
可
能
性
を
孕

ん
で
い
る
か
ら
で
あ
る
。

ア
メ
リ
カ
経
済

は
近
年
衰
退
著

し
い
と
は
い
え
、
依
然
と
し
て
帝
国
主
義

世
界
経
済

の
中
心
国

で
あ
り
、
ド

ル
が
国
際
的
な
基
軸
通
貨

で
あ

る
以

上
、

ド
ル
暴
落

は
当

の
ア
メ
リ
カ
の
み
な
ら
ず
、
帝
国
主
義

の
世

界
経
済

全
体

に
た

い
す
る
大
混
乱

の
引
き
金
と
な
る
こ
と
は
確
実
で
あ

る
。

こ
う
し
た
事
態
を
な
ん
と
し
て
も
回
避
す
る
、

つ
ま
り
ド

ル

史
上
最
高
だ

っ
た
八
三
年

の
二
倍
と

い
う
急
増
で
あ
る

(第
-
表
、
第
-
・
2
図
参
照
)。

巨
額
な
貿
易
黒
字
を
資
金
と
し
た
海
外

へ
の
資
本
輸
出
が
急
増
し
て

い
る
。

こ
の
資
本
輸
出
も
近
年

で
は
対
米
を
中
心
と
し
て
い
る
こ
と

は
、
第
6
表

の
対
外
直

接
投
資

(株
式
取
得
、
資
金
貸
付
な
ど
)
の
状
況
か
ら
も
う
か
が

わ
れ
よ
う
。

ま
た
、

第

5
表

の
八
五
年
の
国
際
収
支
速
報

に
よ
れ
ば
、
海
外
と
の
資
金

の
流
れ
を
示
す
長
期
資

本
収
支

は
、
八
五
年

の
海
外

へ
の
流
出
分
が
八
一
二

億

一
〇
〇
万
ド

ル
で
、
八
四
年

の

五
六
七
億
七
、
五
〇
〇
万
ド
ル
を
大
幅

に
上
回
り
、

こ
の
結
果
、

八
四
年

の
三
割
増

の

(統
計
で
は
赤
字
と
し
て
現
わ
れ
る
)
を
記
録
し

て

い
る
。
そ

の
主
役

は
、
ア

メ

九
〇
〇
万
ド

ル
の
流

出
超
、
ま
た
直
接
投
資
も
前
年

よ
り
約

こ
う
し
て
、
対
米
経
済

摩
擦
は
、
貿
易
面

の
み
な
ら
ず
、
資
本

ド

ル
金
利

の
上
昇
を
抑
制
す
る
役
目
を
果
す
側
面
も
あ
る
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暴
落

と

い
う
事

態

が
到
来

す

る
前

に
、

政
策

的

な
為
替

相
場

へ
の
介

入

に
よ

っ
て
、

い
わ
ば

ソ
フ
ト

.
ラ

ソ
デ

ィ
ン
グ
を

図

る
と

い
う

こ

と

で
あ

る
。

第

二
が
貿

易
収

支

の
改
善

で
あ

る
。

こ
れ

は
、

最
終

的

に
は
、

「
合

理
化

」
と

賃
金

抑
制

に
よ

っ
て
、

日
本

や

E
C
を

上

回

る
国
際

経

済

競

争
力

を
保

持
す

る

ほ
か

な

い
の
だ

が
、

そ
う

し
た
猶

予

を
許

さ
な

い
状

況

に
ま

で
追

い
込

ま
れ

て

い
る

ア

メ
リ
カ
が
、

い
わ
ば

人
為

的

に
貿

易
赤
字

の
解
消

を
図

る
、

つ
ま
り
政

策
的

な
為
替

相

場
操
作

(ド

ル
切
下
げ
)
に
よ

っ
て
、

そ
れ

を
実
現

し

よ
う
と

い
う

こ
と

で
あ

る
。

そ

の
第

三

は
、

日
本

や
E

C
と

の
国
際

経
済

「
戦
争

」

に
敗
北

し
て
、
操

短

、

工
場
閉
鎖

、

倒
産
、

利

益
率

の
大
幅

低
落

に
追

い
こ

ま

れ

た
ア

メ
リ

カ

の
国

内
産

業

の
建

て
直

し

で
あ

る
。

こ
れ
も
最

終
的

に
は
、

「
合

理
化
」

推
進

に
お

い
て
日
本

.
E
C
を
凌

駕

す

る

ほ

か
方
法

は
な

い
の
だ
が
、

為
替

相
場

の
政

策

的
操
作

に
よ

る
時
間

稼
ぎ

に
よ

っ
て
、

そ
れ
を
達

成

し

よ
う
と

い
う

こ
と

で
あ

る
。

対
す

る
に
日
本

側

か
ら

み
れ
ば
、

そ

の
第

一
は
、

日
本

の
独
占
資

本

に
と

っ
て
、

ア

メ
リ
カ
市

場
と

い
う

東
南

ア
ジ

ア
と

並
ぶ
大
得

意

先

(第
3
、
4
表
参
照
)
を

失

い
た
く

な

い
と

い
う
意

図
で
あ

る
。

ア

メ
リ
カ

の
貿

易
収

支
赤

字

の
急
増

と

い
う
趨

勢

が
な

お
続

い
て
、

ア

メ
リ

カ
が
長
期

の
不
況
状

態

に
陥

る
と

な

る
と
、

日
本

の
独
占

資

本

は
現

時
点

で
最
大

の
輸

出
市

場
を

失
う

こ
と

に
な

る
か
ら

で
あ

る
。

事
実

、

ア

メ
リ

カ

の
経
済

成

長

(実
質
)
率

は
、

先

に
も
述

べ
た

と

お
り
、

八
四

年

に
は
六

.
六
%

で
あ

っ
た
が
、

八

五
年

に
は
二

.
五

%

へ
急
落

し
、

O

E
C

D
見

通

し

で
も
、

こ
の
低
水
準

は
当

分
継

続

の
見

込

み
と

な

っ
て

い
る
。

円
高

.
ド

ル
安

の
協

調
介

入

に
合
意
す

る

こ
と

に
よ

っ
て
、
輸

出
競

争
力

の
人
為
的

低
落

な
ど

日
本
独
占

に
と

っ
て
大

幅

な
不
利

を

こ
う

む

る
側

面

は
あ

る
が
、

最
大

の
ア

メ
リ

カ
市
場

を
維

持

す

る
と

い
う
長

期
的

観
点

に
た

て
ば
、

日
本

の
独
占

資
本

総
体

に
と

っ
て

メ
リ

ッ
ト
が

よ
り
大
き

い
と

い
う
戦

略
的
判

断

で
あ

る
。

第

二

は
、

す

で
に
述

べ
た
と

お
り
、

ア

メ
リ
カ
経
済

の

い

っ
そ
う

の
衰
退

と
ド

ル
暴
落

に
よ

る
帝

国

主
義
世

界
経
済

全
体

の

一
大

混
乱

を

回
避

す

る
と

い
う
意
図

で
あ

る
。

そ
う

い
う
事

態

に
陥

れ
ぽ
、

貿

易
収
支

の
赤

字

・
黒
字

、

利
益

率

の
増

減

ど

こ
ろ

で
な
く
、

国

家
独
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占
資
本
主
義

の
諸
国
が
総
体
と
し
て
体
制
的
危
機

に
直
面
し
か
ね
な

い
か
ら

で
あ

る
。
し
か
し
、

こ
う
し
た
独
占

資

本

と

し

て

の
国
際

的

・
階
級
的
な
共
通
利
害

に
も
と
つ
く
協
調
介
入
と
合
意

に
よ

っ
て
、
世
界
経
済

の

「
相
対
的
安
定
」
を
実
現
す
る

こ
と
に
成
功
し
た
と

し
て
も
、
そ
れ
は
所
詮
、

一
時
的
で
相
対
的
な
目
前

の
弥
縫
策
以
上
の
も

の
で
は
あ
り
え
な

い
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
世
界
史
的
に

い

っ
て
、
と

っ
く

に

そ

の
歴
史
的
寿
命
を
終
え
た
資
本
主
義
そ
の
も

の
の
基
本
的
矛
盾

の
必
然
的
発
現

で
あ
り
、
産
物

に
ほ
か
な
ら
な

い
か
ら

で
あ
る
。

そ
こ
で
最
後

に
、
新
局
面
を
迎
え
た
円
高
が
日
本
経
済
と
労
働
者

の
状
態

に
及
ぼ
す
影
響

に
つ
い
て
、
概
括
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

8

原
油
を
大
量

に
輸
入
、
使
用
し
て
い
る
電
力
産
業
や
石
油
化
学
産
業

で
は
、

円
高

に
伴
う
原
料
価
格

の
低
落

に
よ

っ
て
巨
額
な
為

替
差
益
が
生
ず

る
。
た
と
え
ば
、
電
力
業
界
で
は
、
為
替

レ
ー
ト
が

一
ド

ル
ー1

一
八
〇
円
、
原
油
価
格
が

一
バ

レ
ル
H
二
〇
ド

ル
で
推
移

す
れ
ば
、
前
年

に
比
べ
単
純
計
算

で
、
円
高
分
七
～
八
、
○
○
○
億
円
、
原
油
安

分
八
、
○
○
○
億
円
、
あ
わ
せ
て

一
兆
五
～
六
、
○
○

○
億
円

の
差
益
が
も
た
ら
さ
れ
る
。
さ
ら

に
現
在

の
電
気
料
金
が
認
可
さ
れ
た
八
〇
年
に
比
べ
れ
ば
、
当
時
の
為
替

レ
ー
ト
が

一
ド

ル
ロ

ニ
四
二
円
、
原
油
価
格
が

一
パ

レ
ル
ー1
三
ニ
ド

ル
で
、
約
二
兆
円
の
差
益
を
生
む
と
い
う
。

こ
の
結
果
、
差
益
還
元
で
家
庭
用
電
力
料
金

で

一
世
帯
当
た
り

一
万
円
程
度

の
割
引
が
可
能
だ
と

い
う

(朝
日
、
八
六

・
二

・
一
八
)
。

だ
が
、

こ
の
よ
う
な
円
高
-
輸
入
原
材
料
価
格

の
低
落

に
よ
る
物
価
水
準

の
低
減

は
、
独
占
価
格
が
そ

の
構
造
的

一
要
素
と
な

っ
て
い
る
現
代

の
国
家
独
占
資
本
主
義

の
も
と
で
は
、

そ

の
実
現
可
能
性

は
き
わ
め
て
小
さ
い
も

の
と
な
ろ
う
。

◎

総
体
と
し
て
、

日
本
経
済

は
輸
出
依
存
度
が
高

い
の
で
、
国
際
的
な
価
格
競
争
力
が
円
高

に
伴

っ
て
人
為
的

に
下
が
り
、
そ
の
結

果
、
輸
出

の
減
退
と
輸
出

に
よ
る
利
潤
実
現
が
著

し
く
困
難
と
な
ろ
う
。
た
だ
独
占
資
本
の
場
合
は
、
過
去

の
蓄
積
利
潤
が
豊
富

で
、

ま

た
輸
出
価
格
の
引

上
げ

で

一
定
程
度
差
損

の
ヵ
バ

ー
が
可
能
だ
が
、
中
小
資
本

・
企
業

は
そ
れ
が
ほ
と
ん
ど
不
可
能
な
た
め
、
相
当
深
刻
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第7表 売上高 ・経常利益の状況

(1985年9月 中間期決算)

倒 売上高騨 利益

 

業種1売 上 高 陣 利益

 

業

8,9

4.i

▽6.1

×9.7

▽13.2

v8.3

23.2

7.8

14.3

S.7

18.2

109。8

×7.3

6.4

×12.5

9.3

074.1

 

塒

ω
妬

器
M

M

鵬
㎜

m
輪

舘

留

M
鱒

銅
%

罰

精 密 機 器

その 他 製 造 業

加工 産 業 小 計

製 造 業 計

鉱

建

商

儒

不

電

陸

海

倉

電

動

業

設

業

販

産

鉄

運

運

庫

力

通信 ・サービス

非 製 造 業 計

全 産 業 合 計

13.7

019.0

△8.5

赤 字 転 化

X13.4

×721.9

0719.2

▽19.2

1.5

1.1

2?.2

8.3

00.7

▽11.1

052.4

15.2

▽10.2

 

'
7

ほ

』

3

β

β

』

謁

」

洛

諮

」

3

3

淳

」

溶

1

0

3

鴨

W

O

鴨

W

⑳

0

5

3

3

5

%

9

2

維
噛
学
油
　
鋼
鉄
膿

械
珊
船
騒

繊

パ

化

石

ガ

鉄

非

素

食

医

ゴ

金

機

電

造

自

初

注)金 融,保 険,ガ スなどを除 く東証一部上場企業。数字は前年同期比(%)の 伸び,は 減少。

※ 和光経済研究所調べ

な

影
響

が
予
想

さ
れ

る
。

国

円
高
-
輪
…出
減

退
を
契
機

に
、

日
本
経
済

は

新

た
な
恐

慌

・
不
況

局
面

に
突

入
す

る
公

算
が
大

き

い
。

東
京
証

券

取
引

所

一
部

上
場
企
業

の
八
五
年

九

月

の
中

間
決

算

(第

7
表
)
に

よ

る

と
、

全
産

業

で
売

上
高

は
前
年

同
期

に
比

べ
て
七

・
○

%
増

と
な

っ
て

い
る
も

の

の
、
経
常

利

益

は
四

・

一
%
減

少

し
、
半
期

と
し

て

は
四
期

ぶ
り

の
減
益

と
な

っ
て

い
る
。

な

か

で
も
、

素

材
産

業

は
売

上
高
○

・
六
%
、

経
常

利
益

一
九

・
二

%
と
と

も

に

マ
イ
ナ

ス
で
、

ま

た
加

工
産

業

も
経
常

利
益

六

・

一
%
減

と
な

っ
て

い
る
。

な

お

素

材
産

業

の
収

益
悪

化

は
、

値

下

が
り

し
た
輸

入
品

の
増

加

に
も

影
響

し

て
お
り
、

円
高

・
不
況

の
兆
候

が
す

で
に

こ
こ

に
あ

ら

わ
れ

て

い
る
と

い

っ
て
よ

い
。

ま
た
、

こ
の

こ
と

は
通
産
省

の
調
査

に
よ
る

八
六

年

度

の
設
備

投
資

動

向

(第
8
表
参
照
)
、

都

市
銀
行

な
ら
び

に
政

府
経
済

見
通

し

(第
9
、
10
表
参
照
。
た

だ
し
後
者
は
、

政
策
自
標
的
色
彩
が
濃
く
、

政
治
的
に
高
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第8表 主要業種別設備投資の動向

(前年度比伸び率)

種
85年 度
計画額
(億円)

85年 度
実 績
見込み
(%)

86年 度

(計画)
(%)

 

業

…

瀦

蓋

講鰯

説

磁

儲

還
…

螺

鵜
鮒

駕

瀧

播

禦

搬
蜷

器
綴
飛

漏
聯
濃

瀦

3

1

1

2

11

1

13

6

4

カ

ス

鋼

製

械

械

械

車

学

プ

ト

リ

ス

計

計

計

業

業

藩

羅
動

勢
売

犠

義

・

の電都鉄石産電電自石紙セ小リー3そ

合

製

非

2

洛

⑩

沿

3

3

』

冷

』

』

』

3

洛

4

3

4

4

4

3

4

4

4

4

4

4

4

注)工 事 べ 一 ス,△ は マ イ ナ ス

※ 通 産 省,1985.11.20発 表

第9表 都市銀行の実質成長率予測

86年 度185年 度

』

洛

5

」

護

⑩

3

3

3

』

つ

2

4

3

2

2

3

3

2

2

2

2

3

2

3

3

業

士

友

菱

和

海

井

戸

和

和

玉

殖

京

勧一第

富

住

三

三

束

神

筋

陽

海

三

太

協

大

埼

七

東

*

*

(注)数 字 は%

*壱ま85年[日 ≡壁…準

※ 朝 日,1985.12.27

膨
張

を

ま
か
な
う

税
収

は
、

み
、

結

局

は
国
債

の
増
発

に
依
存

し
、

る

に
ち
が

い
な

い
か
ら

で
あ

る
。

こ
う

し
た
影
響

と
状

況

を
迎
え

る
な

か

で
、

独

占
資

本
と

そ

の
政

府
が
、

い
か

な
る
方

策
を
講

じ

て
く

る
か

は
自

ず

と
明

ら

か

で
あ

ろ

う
。

労
働

階
級

へ
の
負
担

と
犠
牲

の

一
方
的

な
転

嫁

に
よ

っ
て
、
独

占

利
潤

を
確
保

し
、

円
高

・
不
況

の
デ

メ
リ

ッ
ト
を
克

服
す

る

こ
と

め
に
操
作
さ
れ
て
い
る
と
み
た
方
が
よ
い
)
に
も
、

は

っ
き
り
示
さ
れ
て

い
る
と

い

っ
て
よ
い
で
あ

ろ
う
。

四

ほ
ぼ
七
五
年
以
来
続

い
て

い
る
財
政
危

機

が
さ
ら
に
進
行
す

る
で
あ
ろ
う
。
円
高

・
不

況
対
策
と
し
て
、

東
京
湾
横
断
道
路
や
整
備
新

幹
線
、
都
市
再
開
事
業
な
ど
、
大
型
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト
が
実
施

さ
れ
、

ま
た
今
年
を
初
年
度
と
す

る
総
額

一
八
兆
四
、
○
○
○
億
円

の
新
軍
備
増

強
計
画

・
中
期
防
衛
力
整
備
計
画
が
策
定
、
実

施
さ
れ

よ
う
と
し
て
い
る
。

こ
れ
に
よ
る
経
費

円
高

・
不
況

で
低
減

な
い
し
伸
び
な
や

財
政
赤
字

は
む
し
ろ
拡
大
す
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第10表1986年 度の政府経済見通 し
(単位は兆円,▲ は減)

84年度

実 績

85年 度

実績見込み

86年度

見通し

前 年 度 比(%)
_雌L質
85鞭 睡 鞭

5.6
(s.s)

6.3
(4.6)

7.1
{7.5)

42.1
(42.5)

2.6
C2.o)

3.7

1..1

f4.1
(0,2)

f3.1
(1.6)

5.1

(4.0)

(4.3)

(▲4.6)

117$
.3

14。2旨

187.4'198.0

14.S,15.7

5.1
(3.0)

4.1
(3.1)

55.7

1.9,

54.5'

11.1

(11.5)

▲12.8

(▲27.1)

0.3

(▲1.5)

5.732.7

21.S

48.3

37.4

A6.0

f2.2
(2.2)

1ｺ8.3
(e2.3)

5z.0

1.3

53.1

3i.5#

21・6 、

1
50.4

38.61

46.8

1.5

52.9

29.8

22.9

51,5

42.1

5.7

(4.2)

(3.5)

(21.6)

343.2 320.4',336.7

民 間 最 終 消 費 支 出

民 間 住 宅

民 間 企 業 設 備

民 間 在 庫 品 増 加

政 府 支 出

最 終 消 費 支 出

固 定 資 本 形 成

輸 出 と海 外 か らの所得

(控除)輸 入と海外への所得

国 民 総 生 産

う ち 国 内 需 要

経 常 海 外 余 剰

で
あ

る
。

具
体

的

に
は
、

国
鉄

の

「
分
割

.
民
営
化

」

に
代

表

さ
れ

る

と

お

り
、

官

民

を
問

わ

ぬ

「
合

理
化
」

(総
務
庁
の
調
査

に
よ
る
と
、
八
六
年

一
一
月
時
点
で
、
就
業

者
総
数
五
、

八
二
〇
万
人
、

完
全
失
業
者

一
五
九
万
人
で
、

完
全
失
業
率

は
二

・
九
%
と
な
り
、

一
九
五
三
年
の
調
査
開

始
以
来
、
最
高
の
水
準
を
記
録
)
と
賃

金
抑

制

、

中
小
零

騰

企
業
、

農
漁

民

へ
の
種

々
な

し
わ
寄

せ
、

「
行
革
」
の

い

っ
そ
う

の
推
進

、

東
南

ア
ジ

ア
を
中

心

と

し
た
新
植

民

地

主
義
的
進

出
、

等

々
が

そ
れ

で
あ

る
。

こ
れ
が
、

八

六
年

度
予
算

に
お

い
て
、

ど

の
よ
う

に
具
体

化

さ
れ

て

い
る

か
、

節

を
あ

ら

た

め
て
み
る

こ
と

に
し
た

い
。

皿

八

六

年

度

「
行

革

」

予

算

の
特

徴

と

問

題

点

一

八
六
年
度
予
算

の
概
要
は
第

12
表

に
み
ら
れ
る
と
お

り
で
あ

る
。

ほ
ぼ

七
五
年
以
来
、
長
期

・
深
刻
化
す
る

財
政
危
機
を
反
映
し
て
、
今
年
度
も
、
総
体
と
し
て
は
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第6図 労使関係指標の推移

79

78

77

76

75

74

10

Ω
U

ρ
0

4

ワ
θ

zo

10

0
艶 (オ三可ず目量藍 り,%)i

747576777879808182838485イ}三

(注)労 働分配率=
1人 当 り雇用者所得

1人 当り

(経済企画庁の新算式)

GNP

第7図 倒産の推移

錨

3

2

一

一

一

負債総額1

鼎 國 ≒ヒ::::

慰

'
・
.・:・:・

一

一

・一

盈 難
‡垂'

羅

・
.・1・:・韓 ∵

・
.÷:・芝 ∵

難 羅
轟
・:・:…

萎

階

晒 ∴。.噂.

………1
…111欝 …

ll:1自

加

蘭

1.O

a.5

件

数

万

倒離 数

197475767778798081828384イ{三 一

1

負
債

兆
円

※ 帝 国 デ ー タ バ ソ ク調 べ(1985.1.19発 表)

前
年
度
な

み
、
な
い
し
前
年
度

マ
イ
ナ
ス
ー

物
価
上
昇
分
を
考
慮
す
れ
ば
絶
対
減
i

の
緊
縮
予
算
と
な

っ
て
い
る
。
と
り
わ
け
、
そ

 れ

は
、

支

出
額

が

一
応
確

定

し

て

い
る
地

方
交

付
税

(国
税
三
税
の
三
二
%
)

と
国
債
費

(元
利
支
払
分
)
を
歳

出
総
額

か
ら
差

し
引

い
た

一

般

歳

出

(施
策
い
か
ん
に
よ

っ
て
伸
縮
可
能
と
い
う
意
味

で
、
政
策
経
費
と
も

よ
ば
れ
る
)
が
、

名

目
的

に
も

四
年
連

続

し

て

マ
イ
ナ

ス
予
算

と

な

っ
て

い
る
点

に
示

さ
れ

て

い
る
。

「
行

革

」
予
算

の

メ
イ

ン

・
ス

ロ
ー
ガ

ン
で
あ

っ
た

「
増

税
な
き

財
政

再
建

」
が
、

と

っ
く

に
破
綻

し
て

い
る

こ
と

は
繰

返
す

ま

で
も

な

い
。
第

13
表

に
み
ら

れ

る
と

お
り
、
国
債
発

行

残
高

(赤
字

の
累
積
額
)、
国
債
費

(年

々
の
借
金
返
済
額
)
と
も

に
増

加

の

一
途

を
た
ど

っ
て

い
る
。

国
債
残
高

は
、

八

六
年

度

末

で
約

一
四
三

兆
円

で
、

国

の
予
算

の
約

三
年
分

に
近
く
、

国
民

一
人
当

り

に
換

算

し

て
約

=

九

万
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第11表 主 要輸 出産地 に与 え る円高の影響(%)

1ドル=180～190円 になった場合の昨年実績に比べた減少率,利 益△100%と は利

益ゼ ロ.一 は不明

都 道 府 県 産 地 生 産 経 常 利 益

北

福

新

群

東

神

岐

愛

石

福

海

奈

ー

r」
-

rく

{

{

道

島

潟

馬

京

川

阜

知

川

井

合 板

織 物

金 属 洋 食 器

金 属 ハ ウ ス ウ ェ ア

作

桐

双

玩

ス

刃

陶

陶

三

織

織

眼

具

物

鏡

具

フ

物

器

器

物

物

物

鏡

工

織

一

眼

業

生

力

織

磁

磁

河

X40%

△50%

040r

Q65%

商談 停止 予想

030%

△20%

X40%

△40%

△80%

△30%

050/

050/

045%

DIOO%

△15%

赤 字化

操業 不能

赤 字企業100%

D100f

O55%

減

%

%

}

%

上

一

一

%

一703020以40激△△△%△50△

想

%

%

一

%

上

一

}

%

一予303020以40減△△△%△激50注△受

品

車

珠

具

織

物

詰

錘

袋

品花真工金

口

製

転

州

製造業木プリ縫自人作播三缶ポ手縫

rI

ーノ

ー

{

{

i

阪

庫

取

川

媛大兵鳥香愛
※ 企画庁の調査発衷(86.2,17)
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第12表1986年 度予算の概要

区 分 鱒 額(億円)塵 年比(%)

総 額 540,886 3.Q

一 歳 入

国 債 109,460 D6.3

般 税 収 入 405,600 5.2

税 外 収 入 25,826 13.8i

会 歳 出
一 般 歳 出 325,842△Q.。 。4

計 地方交付税 101,849 5.1

国 債 費 113,195 10.7

財 政 投 融 資 221,551 6.2

地方財 政計 画 528,500 4.6

円
に
も
達

し
て
い
る
。

ま
た
、
国
債
と

い
う
国

の
借
金

の
元
利
支
払
分
を
し
め
す
国
債

費

-

現
時
点

で
は
、

そ
の
ほ
と
ん
ど
が
支
払
利
子
ー

も
、
昨
八
五
年
度
で
主
要

経
費

中

の
最
大
費

目

に
お
ど

り

で

た
が

、
今

年
度

は
さ
ら

に
膨

張

し
て
、

金

額

で

一

一
兆

円
余

、
歳

出
総

額

の
五

分

の

一
に
あ
た

る

二
〇

・
九

彰

に
ま

で
膨
張

し
た
。
国

債
所

有

者

(個
人
も
し
く
は
企
業
と
し
て
の
独
占
資
本
)

に
支
払

わ
れ

る
利

子
だ
け

で
、

一
日
当

り
約

二
七

一
億

円
、

一
時
間
当

り
約

一

一
億

円
と

い
う
勘

定

に
な

る
。

こ
れ

ま
で

に
濫
発

し

て
き

た
赤

字
国

債

の
本
格

償

還

(返
済
)

は
八
五
年
度

か
ら

で

あ

る

か
ら
、

特

別
措

置

(利
子
支
払
い
の
凍
結
な
い
し
打
ち
切
り
)
で
も

と
ら

な

い
か
ぎ

り
、

さ
ら

に
増

え

て
も
減

る
見

込

み

は
当

分

な

い
。

要

す

る

に
、

独
占
資

本

は
、

一
方
で

「
不
況
対
策
」
等
と
称

し

つ
つ
赤
字
国
債
を
年

々
濫
発

し
て
、
追
加
有
効
需

要

の
提
供
を

つ
う
じ
る
莫
大
な
特
別
利
潤
を
手

に
入
れ
る

の
と
ひ
き

か
・兄
に
、
国
家

財
政
を
赤
字

に
し
て
お
き
な
が
ら
、

他
方

で
同
時
に
、
自
ら
が

つ
く

っ
た
そ
の
赤
字

(国

へ
の
貸
付
)

で
、
国
債
利
子
と

い
う
巨
額
な
特
別
利
潤
を
も
手

に
し
て
い
る
の
で

あ
る
。
二
重

の
追
加
搾
取
と

い
う
べ
き

で
あ

る
。

周
知

の
と
お
り
、

ほ
ぼ
七
〇
年
代
後
半
以
降

の
戦
後
か

つ
て
な
い
国
家
財
政

の
長

期

・
深
刻
な
赤
字

・
危
機

は
、

日
本

の
み
な
ら
ず

「
先
進
資
本
主
義
」
諸
国

に
共
通

第13表 国家財政の赤字増大の推移
1

年 度
国 債 費 国債残高

(年度末,
兆円)金額(億円雑 成 比

15.0

70.5

82.3

96.5

110.0

122.2

133.2

×43.0

4.」

12.5

i4.2

15.8

16.1

18.1

19.5

20.9

i10
,394

53,104

66,5421

78・299}

81,6751

91,511

102・2421

113,195

1975

80

81

82

83

84

85

86

〈参考〉 国民1人 当国債残高 約119万 円

1日 当利払費年度末(85年 度 末)約271億 円
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し
た

現
象

で
あ

り
、

現

代
国

家
独

占
資

本
主

義

の
矛
盾

と
危
機

の
深

ま
り

の

一
大
象

徴

で
あ

る
。

こ
う

し
た
事

態

を
も

た
ら

し
た

の
は
、

国

家
独

占
資
本

主
義

の
延
命

策

の
基
本

を
な
す

、
「
不
況

(恐
慌
)
克

服
」

の
た

め

の
国

際
的

な
処

方
箋

と

し

て
、

こ

れ

ま

で
な

ん

と
か

「
有

効

性
」

を
発

揮

し
、兄
て
き

た

ケ
イ

ン
ズ
流

の

フ

ィ
ス
ヵ

ル

・
ポ

リ

シ
ー

(景
気
対
策
と
し
て
の
財
政
政
対
)
が
、

こ
こ

に
お

い
て
完

全

に

破
綻
を
き
た
し
た
た
め
で
あ

る
。
国
債

の
増
発
を
財
源
と
す
る
国
家
に
よ
る
不
況
対
策
I

l
追
加
需
要
の
創
出
ー

に
も
か
か
わ
ら
ず
・

不
況

の

「
克
服
」
ど

こ
ろ
か
、
か
・兄
っ
て
不
況
が
頻
発

し
て
低
成
長

に
お
ち
い
り
、
そ
れ
が
独
占
資
本

に
た

い
す
る
優
遇
税
制

の
温
存

と

あ

い
ま

っ
て
税
収
を
減
退
さ
せ
、

こ
の
結
果
、
国
債
の
償
還
が
思
う

に
ま
か
せ
ず
、

一
方
的

に
累
積
し
て
い

く

ほ
か
な
か

っ
た
か
ら

で
あ

る
。要

す
る
に
、
現
在

の
国
家
財
政
の
赤
字

.
危
機

は
、
独
占
資
本
奉
仕

の
財
政
政
策
と
そ

の
破
綻
、
国
家
独
占
資
本
主
義
そ

の
も

の
の
矛

盾

と
危
機

の
激
化
の
必
然
的

一
産
物

で
あ
る
。
し
た
が

っ
て
、
財
政
赤
字

に
た

い
し
て
負
う

べ
き
責
任
は
、
資
本
家
階
級

の
側

に
は
あ

っ

て
も
、
労
働
階
級

の
側

に
は
基
本
的
に
は
な

い
。
だ
が
、
独
占
資
本

と
そ
の
政
府

は
、
「
増

税
な
き
財
政
蓬

」
「
行
政
改
革

」
と
い
う
欺

隔
的

ス
戸
ー
ガ
ン
の
も
と

に
、
財
政
赤
字
解
消

の
た

め
の
負
担
と
犠
牲
を
、
赤
字

に
何

の
責
任
も
な

い
労
働
階
級

に
、
も

っ
ぱ
ら

一
方
的

に
押

し

つ
け

て
き
た
こ
と
は
承
知

の
と
お
り

で
あ

る
。

そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
財
政
危
機

は
解
消

に
む
か
う
ど

こ
ろ
か
、

む
し
ろ
深
刻
の
度
を
ま
す
ま
す
強

め
て
い
る
。
そ
れ

は
前
掲
第

13

表

に
も
明
ら
か
だ
が
、
政
府
予
算
案
を
閣
議
決
定
し
た
八
五
年

三

月

二
八
日

の
記
者
会
見

で
、
竹
下
蔵
相

は

菌

債
発
行
額

の

一
兆
円

減
額

(計
画
予
定
額
)
は
達
成
で
き
ず

(四
、
八
〇
〇
億
円
余
に
と
ど
ま
.
た
)、

一
九
九
〇
年
度

の
赤
字
国
債
脱
却
は
困
讐

情
勢
だ
L
と
述

ぺ
、
政
府
公
約

の
財
政

再
建
目
標
が
今

の
ま
ま
で
は
達
成
不
可
能

で
あ
る
と

の
認
識
を
初

め
て
公
式
に
明
ら
か
に
し
た
。

大
蔵
省

は
、

八
六
年

一
月
三

百

、

国
家
財
政

の
今
後

の
見
通
し
と
改
革

の
方
針
を
示
し
た
三

つ
の
資
料
を
国
会

に
提
出
し
た
・

「
財

政
改
革
を
進
め
る
に
当
た

っ
て
の
基
本
的
な
考
、兄
方
」
「
財
政

の
中
期
展
望
」
「
中
期
的

な

財
政
事
情

の
仮
定
計
算
例
」

(財
政
収
支
試
算
)
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第14表 財政 の中期展望

(単位兆円,カ ッコ内は伸び率%,△ はマイナス)

86年 度 87年 度 88年 度 89年 度

15.07

12.55

3?.65

65.Z7

49.50

2.67

7.02

(3.6)

(7.g)

(6.$)

(6.3)

(7.2)

(6.5)

1.32

5.70

59.19

s1:

{3.8)

14.54

×1.64

35.24

61.42

46.20

2.51

8.33

2.63

5.70

57.04

4.38

(4.5)

(7.8)

(4.2)

(4.9)

(7.2)

{6.5)

(3.5)

13.92

10.08

33.83

58.55

43.12

(23.0}

(6.o)

(3.8)

(8.2}

(6.3)

2.36{D8.6}

9.64

3.94

5.70

55.12(1.9)

3.43

11.32

10.19

32.58

54.09

40.56

2.58

×0.95

5.25

5.70

54.09

(10.7)

(5.1)

(o.o)

(3.0)

(5.2)

(13.8)

(3.0)

22.?2

162.SO

21.39

157.70

24.33

151.10

22.44

143.20

費

税

出

収

入

支

債

債

足

付

歳

収

収

国

国

く
刃

攣

計
翫

撃

蘇(

 

司
副

餌

収
総 国 債 発 行 額

国 債 残 高(年度末)

注)
国騰 灘%繍 欝 顯 幾錨 箋葬灘 甚灘 繍 灘
策を延長④税収は名目成長率6.596× 弾性値1.1⑤ 赤字国債は87年 以降毎年度1兆3100億 円ず

つ均等減額 〈前提条件〉 で表15と 同様に)

が
、
そ
れ
で
あ
る
。
今
後

の
財
政
運
営

の
指
針
と
な
る

「
基
本

的

な
考

え

方
」

で
は
、

二

九

九
〇

(昭
和
六
五
)
年
度
赤
字

(特
例
)
国
債
脱
却
」
と

い
う
財
政
再
建
目
標
を
表
向
き

に
は
再

確
認
し

つ
つ
、
歳
出
面

で
は
、
社

会
保

障

費
、

教

育

費

へ
の

「
受
益
者
負
担
」
の
導
入
な
ど

「
引
き
続
き
歳
出
の
徹
底
し
た
節

減
合
理
化

を
進

め
て
い
く

こ
と
」
、
ま
た
歳
入
面
で
は
、
「
必
要

な
公
共
支
出
の
確
保
は
、
国
民

の
負
担

に
よ

っ
て
裏
付
け
ら
れ

る
べ
き
も

の
で
あ

る
」
と

の
基
本
認
識

に
た

っ
て
、

「
租
税
負

担
と
社
会
保
障
と
を
合
わ
せ
た
国
民
負

担
率

(対
国
民
所
得
比
)

は
、

中
長
期
的

に
は
現
在

(三
六

・
一
%
)
よ
り
は
上
昇
す
る
こ

と
と
な
ら
ざ
る
を
え
な

い
」
と
、

い
っ
そ
う

の
大
衆
増
税
と
高

負
担
化
を
示
唆
し
て
い
る
。

ま
た
、
「
中
期
展
望
」
(第
14
表
参
照
)
は
、

八

六
年
度

予

算

を
土
台

に
し
て
、
現
行

の
制
度

・
政
策
を
そ
の
ま
ま
後
年
度

に

継
続
、
延
長
し
て

い
っ
た
場
合
、
国
家
財
政
は
ど

の
よ
う
に
推

移
す

る
か
を
、
八
九
年
度
ま
で
示
し
た
も

の
で
あ
る
が
、
歳
出

か
ら
歳

入
を
差
し
引

い
た
収
支
不
足

(要
調
整
額
)
は
、

八
七

年
度

で
三
兆
四
、

三
〇
〇
億

円
、
八
八
年
度
で
四
兆
三
、

八
〇
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第15表 財政収支試算

(単位兆円,▲ はマ イナス)

歳

国

地

〔

1AB

I£

計/ABI

ε
〔亀

楚
う

出〕

付

歳

展

率

債

交

期

び

"

方

般

中

伸

〃

の ケ

//

入〕

外

1/

//

ち 赤 字

計

〔要調整額〕

A

B

C

D

r
1
ー
ノ
ー

の

費

税

出

望

5%

3%

0%

一 ス

収

入

債

債国

収

,
'

ケ ー ス

/1

//

//

国 債 発 行 額

年 度 末 国 債 残 高

86鞭187鰻

X1.32

10.19

32.58

32.58

32.58

32.58

54.09

54,09

54.09

54.09

40.56

2.58

10.95

5.25

54.09

A
U

AU

O

ハU

22.44

143.2

13.92

10.80

33.83

34.21

33.5fi

32.58

58.55

5S.93

58.28

57.30

43.].2

2.36

9.64

3.94

55.12

3.43

3.81

3.16

2.18

24.33

151.1

88年 度

X4.54

11.64

35.24

35.92

34.57

32.58

61.42

62.10

60.75

5s.7s

46.20

2.51

8.33

2.63

57.04

89鞭ig・ 鞭

4.38

5.06

3.71

1.72

15.07

12.55

37.65

37.72

35.61

32.58

65.27

65.34

63.23

so.Zo

49.50

2.67

7.02

1..32

59.19

21.39

157.7

.1:

6.15

4.04

1,01

2Z.72

162.8

15.34

13.52

39.61

36.67

32.58

68.47

65.53

61.44

53.04

2.85

5.70

0

61.59

s.sg

3.94

f0.Y5

24.17

is6.3

(注)① 要調整額は歳出に対する歳入の不足額②Aは 現行制度を基にして89年度まで推計したも

の。B～Dの 伸び率は一般歳出の前年度比増③国債発行額は借換債を含む

〈主な前提条件〉

①赤字国債は87年 度以降,毎 年度1兆3100億 円ずつ均等に発行額を減らす②税収は国民総生

産の平均名 目成長率を6.5%と し,弾 性値1.1を かけて伸び率を計算③国債費は87年度か う国

債整理基金への定率繰 り入れを復活
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○
億
円
、
八
九
年
度
で
六
兆
八
〇
〇
億
円
、

ま
た
八
九
年
度
未

の
国
債
発
行
残
山ロ同
も

一
六
二
兆
八
、
○
○
○
億
円
に
な
る
と
見
通
し
て

い

る
。
だ
が
、

こ
う
し
て
膨
張
す
る
赤
字
を
解
消
す
る
に
必
要
な
財
源
対
策
に

つ
い
て
は
、
今
夏

に
国
政
選
挙
を
控
・兄
て
い
る
こ
と
も
あ

っ

て
、
慎
重

に
言
及
を
避
け
て

い
る
。

さ
ら

に

「
仮
定
計
算
例
」

(第
15
表
参
照
)
は
、
今
年
度
予
算
を
ベ
ー

ス
に
し
て
、
財
政
再
建
目
標
年
次

の

一
九
九
〇
年
度
ま
で
の
財
政

収
支
を
示
し
た
も

の
で
あ
る
。
例
年
ど
お
り
、

一
般
歳
出

の
対
前
年
度
伸
び
率
を
五
%
、
三
%
、

ゼ

ロ
%
の
三

つ
の
場
合
を
想
定
し
て
試

算
し
て

い
る
。

こ
の
う
ち
現
実
性

の
乏
し
い
ゼ

ロ
%
だ
と
、

九
〇
年
度

に
は
赤
字

(特
例
)
国
債
を
発
行

し
な
く

て
も
歳
入
が
歳
出
を
上

回

っ
て
、

財
政
再
建
が
達
成
さ
れ
る
こ
と
に
な

っ
て
い
る
が
、

三
%
、

五
%
伸
び

の
場
合
は
い
ず
れ
も
相
当

に
巨
額

(約
七
兆
円
、
四
兆

円
)
な
要
調
整
額

(収
支
不
足
)
が
避
け
ら
れ
ず

、
ま
た
九
〇
年
度
国
債
残
高
も
約

一
六
六
兆
円
に
も
達
す
る
計
算

と
な

っ
て
い
る
。

い
ず

れ
に
せ
よ
、

こ
う
し
た
国
会
提
出
資
料

を
み
て
も
、
今
や

「
増
税
な
き
財
政
再
建
」
と

い
う
、

こ
れ
ま
で

の
政
府
公
約

の
ス
ロ
ー

ガ
ソ
を
公
然
と
放
棄
し
て
、

大
型
間
接
税

の
導
入
を
は
じ
め
と
す
る
、

い

っ
そ
う
露
骨
で
本
格
的
な
大
衆
増
税
と
、
大
量
の
人
員
削
減
を

中
心
と
す
る

一
段
と
本
格
的
な
行
財
政

「
合
理
化
」

の
強
行
、

い
わ
ば

「
行
革
」

の

「
総
仕
上
げ
」

に
む
か

っ
て
、

さ
ら
に

一
歩
ふ
み
だ

す
で
あ

ろ
う

こ
と
必
至

の
状
況
を
迎
え
て
い
る
と

い
わ
ね
ば
な
ら
な

い
。

な
お
最
後

に
こ
こ
で

一
言

ふ
れ
て
お
か
ね
ば
な
ら
な

い
の
は
、
先

の
ー
で
述

べ
た
情
勢
と

の
関
連

に
お
け
る
国
債
増
発

の
新
た
な
動
向

に
つ
い
て
で
あ
る
。
す
で

に
述
べ
た
と
お
り
、

八
五
年
九
月

の
G
5
合
意
に
も
と
つ
く
為
替
市
場

へ
の
協
調
介
入
、
な
ら
び
に
そ

の
後

の

為
替
差
益
を
狙
う
投
機

に
よ

っ
て
増
幅
さ
れ
た
急
激
な
円
高

(ド
ル
安
)
が
進
行
し
、
そ
れ
に
伴

っ
て

日
本
独
占
資
本

の
輸
出
困
難
と
輸

出
収
益

の
減
退
、
円
高
を
契
機
と
す

る
新
た
な
不
況

へ
の
突

入
、
国
際
経
済

(貿
易
)
戦
争

の
い

っ
そ
う
の
激
化
が
進
展
し

つ
つ
あ
る
。

こ
う

し
た
事
態

に
対
処
し
、
あ
る
い
は
乗
り
切
る
た
め
の
手
段
と
し
て
、
政
府

・
独
占

の
側
で
、
財
政
再
建
を

先

送

り

し

つ

つ
、

国

債

(と
り
わ
け
建
設
国
債
)
増
発

へ
の
新
た
な
動
き
が
台
頭
し

つ
つ
あ

る
こ
と
で
あ
る
。
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い
ち
い
ち
引
用
紹
介
す
る
の
は
略
す
る
が
、
も

っ
と
も
早

い
と

こ
ろ
で
は
、

日
本
経
済
調
査
協
議
会

(委
員
長

・
鈴
木
昭
電
会
長
)
の
政

策
提
言

(八
五

.
一
〇

.
八
)、

つ
い
で
経
済
審
議
会

(首
相
諮
問
機
関
)
の

「
一
九
八
〇
年
代
経
済
社
会

の
展
望
と
指
針
」

の
見
通
し
提
言

(八
五

.
一
二
)、
産
業
構
造
審
議
会

(通
産
省
の
諮
問
機
関
)
の

「
二

一
世
紀
産
業
社
会

の
基
本
構
想
」

(八
六

・
二
)、

国
際
協

調
の
た
め
の

経
済
構
造
調
整
研
究
会

(首
相
の
私
的
諮
問
機
関
)
の
提
案

(八
六

・
三

・
二
七
)
、
行
革
審
の
推
進
状
況
調
査
委
報
告
案

(八
六

・
三

・
一
〇
)、

さ
ら
に
は
竹
下
蔵
相

の
参
院
予
算
委
答
弁

(八
六

・
三

・
一
四
)、
中
曽
根
首
相

の
記
者
会
見

に
お
け

る
発
言

(八
六

・
三

・
二
四
)
等

々
に

み
ら
れ
る
と
お
り
で
あ

る
。

そ
の
中
で
も
、
と
り
わ
け
注
目
す
べ
き
は
、
「
建
設
国
債
を
も
含
む
国
債
依
存
割

合
を
縮
少
す
る
」
(臨
調
最
終
答
申
)
と
国
債
増
発

に
厳

し
い
姿
勢
を
と
り
、

そ
し
て
赤
字
解
消

・
財
政
再
建
を
理
由

に

「
行
革
」
を
勤
労
国
民
に
強
要
し
て
き
た
、
臨
調

・
行
革
審

の
推
進
状
況

調
査
委

(主
査

.
中
川
幸
次
野
村
総
研
社
長
)
の
報
告
提
言
で
あ
る
。
と

っ
く
に
破
綻
が
明
白
で
、
自
ら
も
実
際

に
は
不
可
能

で
あ

る

こ
と

を
認
知
ず

み
の

「
増
税
な
き
財
政
再
建
」
目
標

(
一
九
九
〇
年
度
ま
で
に
赤
字
国
債
依
存
ゼ
胃
達
成
)
を
、
今
な

お

「
基
本
的

に
堅
持
す
る
」
と

し

つ
つ

「
新

た
な
経
済
情
勢

へ
の
機
動
的
な
対
応

の
必
要
」
を

口
実
に
、

一
転
し
て
、
独
占
資
本

の
利
益
擁
護
の
た
め
の
建
設
国
債

の
増

発
容
認
を
打

ち
出
す

に
い
た

っ
た
こ
と
で
あ
る
。

も

っ
と
も
政
府
は
、
急
遽

三
月
二
八
日
に
、

e
昭
和

六
五
年
度

に
赤
字
国
債
依
存
を
脱
却
す

る
と

い
う
方
針
に
変
わ
り
は
な
い
、

口
建

設
国
債
、
赤
字
国
債
を
問
わ
ず
国
債
依
存
率
を
下
げ

る
と

い
う
基
本
方
針
は
微
動
だ

に
し
な
い
、
な
ど
と
す
る

「
政
府
統

一
見
解
」
な
る

も

の
を
、
国
会
答
弁
用

に
策
定
し
た
。
だ
が
、

こ
れ
は
、
来

る
国
政
選
挙
め
あ

て
の
常
套
手
段

で
あ
る

こ
と
は
見
え
透

い
て

い
る
。
国
債

増
発

へ
の
動
き

が
、

む
し
ろ
止
め
難

い
状
況
を
迎
え
て
い
る
こ
と
の
反
証

と
み
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。
政
府

・
独
占
資
本

の
現
時
点

に
お
け

る
真
意
と
実
際

の
動
向
は
、
急
激
な
円
高

な
ら
び

に
そ
れ
を
契
機
と
す

る
新

た

な

不
況

下

の

「
貿
易
摩
擦
解
消
」
「
貿
易
不
均
衡
是
正
」

「
景
気

(不
況
)
対
策
」
ー
1
そ

の
た
め
の

「
内
需
拡
大
」
す
な
わ
ち

「
社
会
経
済

(産
業
)
基
盤
整
備
」
「
公
共
投
資

(大
型
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
)
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拡
充
L
「
過
度

に
輸
出

に
依
存

し
た
産
業
構
造

の
転
換
」
1

そ
し
て
そ
の
た
め
の
当
面

の
財
源
対
策
と
し
て
の

「
赤
字
国
債
減
額
幅

の
弾

力

化
」

「
借

換
債

の
発

行

(国
債
償
還
の
繰
延
ぺ
)」
、

そ

し

て

と

り
わ
け

「
建

設
国

債
」

の
増

発

容
認

に
あ

る

こ
と

は
、
先

に
列
挙

し
た
諸

提

言
、

答

申

な
ど

か
ら

し
て
も

明

白

で
あ

る
。

(脱
稿
後

の
八
六

・
四

.
二
に
発
表
さ
れ
た
前
掲

の
経
構
研
の
最
終
報
告
書
参
照
)。

こ
う

し
て
、

わ
が
国

現
下

の
財

政
危
機

は

い

っ
そ

う
長

期

・
深

刻
化

の
度

合
を
強

め

よ
う
と

し

て

い
る
と

い
わ
な
け

れ
ば

な
ら

な

い
。

二

 

歳
入
予
算

の
前
提
と
な
る
今
年
度
税
制
改
正
は
、

第

一
に
、

「
戦
後
政
治

の
総
決
算
」

の
税
制
版
と
も

い
う
べ
き

「
戦
後
税
制

の
抜
本

改
革

(見
直
し
)」
を
来
八
七
年
度

に
予
定

し

て

い
る
こ
と

(政
府
な
ら
び
に
自
民
党
税
制
調
査
会
は
、
今
年
三
月
頃
に
そ
の
中
間
報
告
を
、
秋
に

は
最
終
答
申
を
出
す
予
定
で
作
業
中
)、
第
二
に
、
今
夏

に
参
院
選
挙
を
、
場
合

に
よ

っ
て
は
衆
参
同
時
選
挙
を
控
え

て

い
る
こ
と

(選
挙
を

有
利
に
た
た
か
う
)
の
た
め
に
、
例
年

に
く
ら
べ
て
表
面
上
小
幅
な
も

の
と
な

っ
て
い
る

(第
16
表
)。

い
う
と

こ
ろ
の

「戦
後
税
制

の
抜
本
改
革

(見
直
し
)
」
が
、

い
か
な
る
内
容

の
も

の
と
な
る
か
は
、
先
に
の
ぺ
た
財
政
状
況
と
独
占
資

本

の
階
級
的
性
格
か
ら
し
て
自
ず
と
明
ら
か
と
い

っ
て
よ
い
が
、
す
で

に
八
五
年

一
〇
月
八
日
に
、
党
内

の

「
税
制
専
門
家
」
か
ら
構
成

さ
れ
た
自
民
党

・
村
山
調
査
会

(座
長

・
村
山
達
雄
元
蔵
相
)
が
首
相
に
提
出
ず

み
の
中
間
報
告

に
も

は

っ
き
り
示
さ
れ
て

い
る
。

そ

の
骨

子
は
、

6
E
C
型
付
加
価
値
税
に
な
ら

っ
た
課
税
べ
1

ス
の
広

い
間
接
税

の
導
入

(
一
般
消
費
税
)
、

口
所
得
税

の
最
高

税
率

(現
在
七
〇

%
)
の
引
き
下
げ
と
最
低
税
率

(同

一
〇

・
五
%
)
の
引
き

上
げ
、

税
率
区
分

(同

一
五
段
階
)

の
緩
和
、
な

ら
び

に
特
別

な
人
的
控
除
等

の
改
廃
、

日
住
民
税
課
税
最
低
限

の
抑
制

(所
得
税
の
課
税
最
低
限
以
下
に
す
え
お
く
)
と
特
別
な
人
的
諸
控
除
の

「
合
理
化
」
、

改
廃
、

四

法
人
税

の
基
本
税
率

の
引
き
下
げ
と
中
小
企
業
や
公
益
法
人

に
た
い
す
る
軽

減
税
率

の
廃
止

に
よ
る
単

一
税
率

の
導
入

(累
進
税
率
の
導
入

と
ま
っ
た
く
逆
行
)
等
と
な

っ
て
お
り
、
独
占
資
本

へ
の
い
っ
そ
う

の
減
免
税
と
、
そ

の
分
を
埋
め
あ
わ
せ
て
余
り
あ

る
大
幅
か

つ
露
骨
な
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第16表 税制改正の要点一
増

税

減

税

○国 税

・赤字法人の欠損金の繰 り越し控除の一部停止

・特定買い替え資産の圧縮記帳率引 き下げ(goo/→80%)

・法人税率の1.3%上 乗せ継続

(60年度までの時限措置を1年 延長)

・移転価格税制の創設

O地 方税

・事業所税引 き上げ

(床面積にか か る資産割1平 方 メー トル 当た り500円 →600円)

○国 税

・住宅取得促進税制の創設

(住宅mソ の残高の1%を3年 間税額控除)

・住宅取得資金の贈与特例の拡充

(年間所得500万 円以下→800万 円以下)

・民間活力関連

(特別償却,登 録免許税非課税)

。エネルギー基盤高度化設備投資促進税制の創設

(既存のエ ネルギー効率化等投資促進税制の振 り替え)

O地 方税

・住民税所得割の非課税限度額引き上げ

(標準世常202万1000円 →213万5000円)

2,200

300強

5,000弱

不明

220

3?0

20

不明

850

14

大
衆
大
増
税
を
意
図

し
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か

で
あ

る
。

ま
た
、
独
占
資
本

の
有
力
な
経
済
四
団
体

の

一
つ
で
あ
る
経
済
同
友
会

(代
表
幹
事

.
石
原
日

産
自
動
車
会
長
)
も
、

「
税
制

の
抜
本
改
革
案

の

中
間
報
告
」

を
発
表

(八
六

.
一
.
二
二
)
し
て

い
る
。

そ
れ

に
よ
る
と
、
「
公
平
」
「
簡
素
」
「
活

力
」
「
中
立
性
」

「
国
際

性
」

の
五

つ
を
税
制

の

「
基
本
理
念
」
と
し
、

具
体
的

に
は
、

所
得
税
、

法
人
税
、
相
続
税

の
軽
減
を
図
る

一
方

「
課
税

ペ
ー
ス
の
幅
広
い
間
接
税
」

の
導
入
を
提
案
し

て
い
る
。

そ
し
て
、

八
六
年
四
～

六
月
中

に
結

論
を
出
し
て
、
政
府
、
自
民
党

の
両
税
制
調
査

会

の
答
申
策
定
作
業

に
、
そ

の
意
向
を
反
映
さ

せ
る
べ
く
積
極
的

に
働
き
か
け
て
い
く

と
し
て

い
る
。

さ
ら

に
ま
た
、

こ
れ
ま
で
公
式

に
は
大

型
間
接
税

の
導

入
に
否
定
的
な
姿
勢
を
表
面
的

に
と

っ
て
き
た
経
団
連

(稲
山
嘉
寛
会
長
)
も
、
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八
六
年

二
月

一
〇
日
、
税
制
改
革

へ
の
取
り
組
み
方
を
協
議
し
て
、
新
税
導
入
を
含
む
増
税
や
む
な
し
と

の
点
を
確
認
し
、
経
団
連
税
制

委
員
会

(委
員
長

・
岩
田
弐
夫
東
芝
相
談
役
)

に
特
別
作
業

チ
ー
ム
を
設
置

し
て
、

独
自

の
抜
本
的
な
税
制
改
革
案
を
と

り

ま

と
め
る
方
向

に
姿
勢
を
転
換
し
た
。

今
年
度
税
制
改
正
は
、
先

に
述

べ
た
理
由
で
例
年

に
比
べ
表
面
上
比
較
的

に
小
幅
と
は
い
え
、
実
質
的

に
は
大
幅

な
大
衆
増
税
、
高
負

担
を
強

い
る
も

の
と
な

っ
て
い
る

こ
と

に
は
変
り
な
い
。

そ
の
第

一
は
、

「
所
得
税
減
税

(物
価
調
整
減
税
)
見
送
り
」

に
よ
る

"
増
税
な
き
増
税
"

で
あ
る
。
慢
性
的
な
イ

ソ
フ
レ

・
物
価
騰
貴

ヘ

へ

と
賃

上
げ

抑
制

の
た

め
に
、

実

質
賃

金

は
す
え

置
き

か

マ
イ

ナ

ス
と
な

る

の
に
、

名

目
賃

金

(所
得
)

の
み

は
増

大
す

る

た

め

に
、

e
所

第17表"増 税なき増税"試 算

}85年1(86年 ベア5%)(べ 鰐%)
・標準世帯(夫 婦 と子 ども2人)

年 収 3,000,000 x,150,00a 3,Zoo,000

所 得 税 34,600 42,ZOO 46,soO

住 民 税 30,640 35,50a 35,500

税 金 計 65,240 77,700 82,100

社会保険料 230,000 260,000 260,000

手 取 り額
2,704,760

(90.2)
2,812,300

(89.3)
2,867,900

(89.3)

年 収 5,000,000 5,250,000 5,350,000

所 得 税 213,500 237,300 245,700

 

収

税

税

計

得

民

金

会

年

所

住

税

社 保険料

手 取 り額

年 収

所 得 税

住 民 税

税 金 計

社会保険料

手 取 り額

年 収

所 得 税

住 民 税

税 金 計

社会保険料

手 取 り額

年 収

所 得 税

住 民 税

税 金 計

社会保険料

手 取 り額

346,880

360,380

380,000

4,259,620
(85.2)

7,000,000

483,600

319,200

802,800

5zo,soo

5,677,200
(sY.1)

9,000,000

886,500

528,120

1,414,620

600,000

6,985,380
(77.6)

10,000,000

1,101,500

639,540

1,741,040

640,000

?,681,960
(76.2)

164,700

402,000

410,000

4,438,000

(84.5}

7,X50,000

531,600

350,400

882,300

600,000

5,867,700

(79.$)

9,450,000

965,200

573,100

1,538,300

sgo,000

7,221,700
(76.4}

lo,500,000

1,211,600

689,800

1,901,400

730,000

7,868,600
(74.9)

164,700

410,400

430,000

4,509,600

{84.3)

7,490,000

559,200

350,400

909,600

600,000

5,980,400

(79.8}

9,630,000

1,005,700

573,100

1,578,800

690,000

7,361,200
(76.4)

10,700,000

1,268,600

689,800

1,958,400

730,000

8,011,600
(74.9)
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86年86年85年

(ベ ア5%)(ベ ア7%)

年 収 15,000,000 i5,750,000 16,050,000

所 得 税 2,649,300 2,902,100 3,016,100

住 民 税 1,271,850 1,355,700 1,355,700

税 金 計 3,921,150 4,257,SOO 4,371,800

社会保険料 730,000 810,000 810,000

手 取 り額
10,348,850

(6g.o)
10,682,200

(s7.s)
10,868,200

(s7.7)

・独 身

年 収 2,500,000 2,625,000 2,675,000

所 得 税 113,900 Z22,500 124,500

住 民 税 63,284 69,20a s9,Zoo

税 金 計 177,180 191,700 193,700

社会保険料 190,000 goo,000 220,000

手 取 り額
2,132,820

(85.3}
2,233,30Q

(85.1)
2,261,3DO

(84.5}

(注)カ ッコ内は手取 り領の年 収に占め る割 合(%)

※ 朝 日x19$5.12.18

 

住

民

税

一
万

七
、

八

二
〇

円
、

社

会
保

険
料

三

万
円

そ
れ
ぞ

れ
増

加

し
、

っ
て
、
増

収

分

の
約

三
割

が
消

え

て
、

手

取

り

四
四
三
万

八
、

○
○

○

円
、

え

て
消
費
者

物
価

の
上
昇

(四
%
と
仮
定
)
に
よ

っ
て
、

そ

の
手

取

り
額

か
ら
約

一
七
万

七
、

引

け
ば
、

最
終

的

に
は
、

ベ
ア
五

%
で

二
五
万

円
増

え

る

は
ず

の
年

収

は
、

が

っ
て
増

え

た
年
収

の
ほ
ぼ

全
額

が
実
質

増

税

で
吸

い
あ
げ

ら
れ

る
勘

定
と

な

る
。

ま

た
、

大
蔵

省

が
今

国
会

に
提

出

(八
六

・
一
・
三

一
)

し

た

資

料

に
よ

っ
て

も
、
給

与

所
得

者

(三
、
七
五
四
万
人
)

の
年
間

所

得
税

納

税
額

は
、
今

年
度

一
人
当

り
平

均

で
、

前
年

度

よ
り

一
万

六
、
○

○
○

円
増

の
二

六
万
九
、

○
○

○

円
と
、

こ
れ
ま

で

の
最
高

と
な

る

得
税
な
ら
び

に
住
民
税

の
課
税
最
低
限
が
実
質
的

に
下

が
る

(今
ま

で
無
税
の
人
も
課
税
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
)
、

口
同
じ
く
適
用

さ

れ

る
累

進
税
率
が
上
が
る
た
め
で
あ
る
。

つ
ま
り
、

税
法

(制
)
上
の
増
税

は
な
い
の
に
、
実
質
的
な
大
衆
増
税
が
ひ
と
り
で
に
進
行
す
る
と

い

う
こ
と
で
あ

る
。

こ
の
意
味
で
、
"
増
税
な
き
増
税
"
で
あ

る
。

こ
れ
を
試
算
し
た
の
が
第

17
表

で
あ
る
。
例
え
ば
、

八
五
年
度
年

収
五
〇
〇
万
円

の
標
準
世
帯

(夫
婦

.
子
供
二
人
)
の
場
合
、
所
得
税
、

住
民
税
、
社
会
保
険
料
を
合
わ
せ
た
負
担
額

は
年
間
七
四
万
三
八
〇

円
、
手
取
り
額
四
二
五
万
九
、
六
二
〇
円
、
年
収

に
占

め
る
そ

の
割

合
が
八
五

・
二
%
で
あ
る
。

と
こ
ろ
が
八
六
年

に
五

%

(金
額
で
二

五
万
)
の
ベ

ア
が
あ

っ
た
と
す

る
と
、
所
得
税
二
万
三
、

八
〇
〇
円
、

負
担
総
額
は
八

一
万
二
、
○
○
○
円
に
膨
張
す
る
。

こ
れ
に
よ

年
収

に
占

め
る
割
合
八
四

・
五
%

へ
下
が
る
。

だ
が
、
く
わ

五
〇
〇
円
が
目
減
り
す
る
。

こ
の
分
を
差
し

実
際

に
は
わ
ず
か
に

一
、

○
○
○
円
弱
に
と
ど
ま
り
、
し
た



見

通

し
で
、

五
年
前

の

一
九

八

一
年

度

に
比

べ
約

三
〇

%
増

と

な
る

と
さ

れ
て

い
る
。

こ
う
し

た

"
増

税

な
き

増

税
"

が
、

と

り
わ
け

門
行
革

」
下

で
年

々
激

し
く
進

行

し
、

大

衆
増

税
が

い
ち
だ

ん
と
強
化

さ

れ

て

い
る

こ

と

は
、

こ

の
他

に
も

、

た
と
え

ば
、

所
得

税

の
課
税

最
低

限

が

「
健

康

で
文
化

的

な

生
活

水
準

の
維
持

」

(生
活
保
護
法
三
条
)
を

目
的
と

し
た
生

活
保
護

基

準

(
こ
れ
も
、
法
の
主
旨
を
満
た
し
て
い
な
い
の
だ
が
)
を

す

ら
年

々
大
き

く
下

回

っ
て
き

て

い
る

こ
と

(第
18
表
参
照
)
、

給
与

額

(な
い
し
国
民
所
得
)
に
比

べ
て
も

課

税
最
低

限
が
年

々
著

し
く
低

く
な

り

(第
19
表
参
照
)、

そ

の
結

果
、

就

業

者

数

の
伸

び

に

商 経 論 叢 第22巻 第1号28

第18表 標準4人 世帯の課税最低限と生活保護基準

(単位:千 円)

課税最
低 限
(A)

(A)+給 与
所得控除+生 活保護基(A)
社会保険料 準額(C)(C)
控除(B)

7

8

2

2

7

1

4

8

1

2

0

6531099877666

1
1

11

1正

-

3

2

3

0

2

0

5

0

9

4

8

5221267791639246012346899

,

,

,

,

,

,

,

,

,

1

1

1

1

1

1

1

1

1

4

0

0

0

5

5

5

5

5

5

5

7783311111115488800000003

,

,

,

,

,

,

,

,

,

,

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

0

5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0582436666662350011111113

,

,

,

,

,

,

,

,

,

,

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

5

0

5

6

7

8

9

0

1

2

3

46777777888889

1

※ 「法律時報」85.7月 号

第19表 給与(所 得)に 対する課税最低

の割合の累年比較

区 分

1971

75

77

7s

79

80

81

82

83

84

85

4人 世帯
給 与 額{

A)

税
限低

Q

課
最
(

均
得所

)
民
但

平
国

千円[
1,5371

　

2,849

3,399

3,614i

3,886

4,149

4,2731

4,562

4,790

「側「

千 円

2,507

4,406

5,354;

5,799

6,159

6,635

0,898

7,x.34

7,391

7,780

2,21S

千 円

L,003

1,830

2,015

2,015

2,015

2,015

2,015

2,015

2,015

2,357

2,357

)

＼
.ノ

C

A

(

(

%
65.3

64.2

59.3

55.8

51,9

48.6

47.2

44.2

42.1

)

＼
ー
ノ

C

B

!
〔
＼
(

%
40.0

41.5

37.6

34.7

32.7

30.4

29.2

28.2

27.3

30.3

28.7

(注)1.平 均国民所得は,1人 当 り各年度国民所得を4倍 した

もの。

2.課 税最低限は,夫 婦子2人 の場合。

..大 蔵省 「財政金融統計月報」85.5月 号
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第20表 所得税及び住民税所得割の納税者数等の推移

(単位=万 人)

就 業 者 総 数

数指篶騨所得税の納税者数

阪蕊
100.0

102.5

x.08.7

×09.s

110.7

112.5

a,094

5,223

5,53fi

5,581

5,638

5,733

100.0

115.8

135.5

138.9

143.7

141.2

2,9s5

3,458

4,040

4,147

4,289

4,226

goo.0

109.5

138.1

145.5

152.0

153.6

2,817

3,084

3夢889

4,098

7,281

4,327

1971年 度

76

81

82

$3

84

1970年

75

80

81

82

83

※ 前掲 「月報」

100

第8図 家計支出総額に占める 「固定支出」の割合

20406080

 

0

ll7
.1」11.7113.2量2.67.ヤ18.1`u32.9"6.71

税金講 魏 む)蹴
冒

光
熱
費

教育費 食事
被服費・教育娯楽費・保健医療
費など

純
貯金

嘲 夷(42 .3%)__嗣 ＼、 、 、7.o
・ ・ 、 、 ・ 、 、
'

、 ・ 、 、t・ ・ 、

10.ハ12.01ユ2.7、3.28。6＼16.2、32 .6、4.Q
-

78年 度
(上期)

84年 度
(上期)

ト← 一一一 一一一一一(47.2%)一 一 一

湘 本生活協同組倉連合会調べ

比
ぺ
所

得
税

な

ら
び

に
住

民
税
所

得
割

(累
進
課
税

分
)

の
納
税

者
数

の
伸

び

が
急
速

に
増

大

し
て

い

る

こ
と

(第
20
表
)、

ま

た

家

計

支

出

に
占

め

る

「
固
定

支

出
」

の
割

合

が
、

税
金
、

社
会

保
険

料

を

中

心

に
膨

張

し
、

そ

の
分
だ
け
食

費
、

教
養

娯

楽

費
、

貯
金

等

を
大
幅

に
圧

縮

せ
ざ

る
を
え

な
く

な

っ
て

い
る

こ
と

(第
8
図
)、

な
ど

に
も

明

白

に

示
さ

れ

て

い
る
。

賃

金
抑

制
、

「
合

理
化
」

に
く

わ
え

て
、
総

(独
占
)
資

本

と

し

て

の
国
家

に
よ

る
追

加
搾

取

に
よ

っ
て
も
、

勤
労

階
段

の

「
窮

乏

化
」

は
激

化

の

一
途

を
た

ど

っ
て

い
る
。

そ

れ
だ

け

で
は

な

い
。

「
公
共
料
金
」

「
公
的

負

担

」
と

い
う
名

の
追

加
搾

取

な

い
し
形

を
変
え

た

実

質

増
税
も

、
今

年

度
予

算

に
数

多
く

組

み

こ
ま

れ

て

い
る
。

た
と

え
ば
、

国
鉄

運
賃

(約
五
%
値

上
げ
、
九
月

一
日
実
施
)、

消
費

者

米
価

(
一
.
四
八

%
、
そ

の
反
面
で
生
産
者
米
価
は
据
え
置
き
)、

国

立

大
学

授
業

料

(
一
九
%
、
四
万
八
、
○
○
○
円
)、

た
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ば

こ

(平
均
で

一
箱
二
〇
円
)、

国
民
年

金

掛

金

(月
、
六
、
七
四
〇
↓
七
、

一
〇
〇
円
)、

厚
生
年

金
保

険
料

(男
性

一
七
%
、
女
性

二

一
%
)、

医

療
費

の
患
者
窓

口
負

担

(○

・
七
%
)
、

老

人

医
療
自

己
負

担

(外
来

一
月
四
〇
〇

↓

一
、
○
○
○
円
、
入
院

一
旦

一一〇
〇
↓
五
〇
〇
円
)
、

さ
ら

に
地
方

レ
ベ

ル
で
も

公
立
高

校
、

幼

稚
園

の
授

業
料

・
保
育

料

(自
治
省
が

一
割
程
度

の
引
き
上
げ
を
地
方
当
局
に
指
示
)、

国

民
健

康
保
険

料

(東
京
の

=

%
値
上
げ
ほ
か
)、

等

々
、

「
行

革
」

下

の

「
公
共
」

料
金
、

「
受
益

者
負

担
」

の
増
強

は
と
ど

ま

る

こ
と

を

し
ら
な

い
。

と

こ
ろ
が
、

勤

労
階
級

に
た

い
し

て
は
、

こ
れ

だ
け
増

税
、

高

負
担

を
強

い
て

お
き
な

が
ら
、

独

占
資

本

(大
企
業
、
高
額
所
得
者
)

に

た

い
し
て

は
、
赤

字

法

人

へ
の
実
質

課

税

二
、

二
〇
〇
億

円
、

特

定
買

い
替

え
資
産

の
圧
縮

率
削

減

三
〇
〇

億
円
、

事

業
所

税

の
引
き

上

げ
九

六
億

円
な

ど
、

国
政

選

挙
を
意

識

し

た
、

わ
ず

か

な
政

治
的

"
増

税
"

を
形

だ
け
演

出

し
て

み

せ
る
だ

け
で
、

肝

心

の
不
公
平

税
制

(く
わ
し
く
は
拙
著

『
現
代
財
政
論
』
第
三
版
、
新
評
論
刊
を
参
照
)

に
は
今

年
も

基

本
的

に
手
を

つ
け
ず

温
存

を

お
し
と

お

し
た
。

独

占
資

本

む
け

の
不
公
平

な
減

免

税
額

は
、

第

21
表

の
控

え

目
な
試

算

に
よ

っ
て
も

、
総

額

二

二
兆

四
、

○
○

○

億
円

に
も

お

よ

ん
で

い
る
。

「
分

割

・
民
営

化
」

の

口
実

と
さ
れ

て

い
る
、

一
九

八

四
年
度

ま

で
で
約

一
二
兆

三
、

○

○
○
億

円

の
国

鉄

の
累
積
赤

字

で
す
ら
、

一
挙

に
全

額
解

消

で
き

る
金
額

で
あ

る
。

つ
い
で

に
ふ
れ

て

お
け
ば
、

い
わ

ゆ

る

マ

ル
優

(少
額
貯
蓄
非
課
税
制
度
。
標
準
四
人
世
帯
で
四
、

一
〇
〇
万
円
ま
で
利
子
非
課
税
)
を

不

正

悪
用

(上
述
の
限
度
額
を
超
え
る
分
を
仮
空
名
義
を
使

っ
て
脱
税
)

し
た
預
貯

金

が
、

国

税
庁

に
よ

る
五

九

事

務

年

度

(五
九
年
七
月
～
六
〇
年

六
月
)

の
金

融
機

関

一
割
弱

の
調
査

だ
け

で
も

、
九

、

五
〇
〇

億

円
、

し

た
が

っ
て
全
体

で
は
推

定

一
〇

兆

円

強

に
も

達

す

る

と

い

う

(国
税
庁
、
八
五

.
一
〇

.
一
〇
発
表
)。

た
だ

し
、

こ
の
調
査

に
は
、

本

人
が

別

の
支
店

や
他

の
金
融
機

関

に
預
貯

金

を
分

散

さ

せ

て

い

る

場

合

は
、

チ

ェ
ッ
ク
困
難

を

理
由

に
含

ま

れ

て

い
ず
、

ま
た
非

課
税
貯

蓄

全
体

の
約

三

分

の

一
を
占

め

る
郵
便
貯

金
も
、

郵
政

省

の
税
務

調
査

拒
否

で
含

ま

れ
て

い
な

い
。

し
た
が

っ
て
、

こ

の
分
を

含

め
推
計

す

れ
ば
、

そ

の
三
～

五
倍

、
金

額

と
し

て
三
〇

～
五
〇

兆

円

に
達

し
よ
う
。

世
論

の
批
判

強

く
、

や

っ
と

今
年

一
月

か

ら
住

民

票

な
ど

に

よ
る

「
本

人
確
認

制
度
」

が

ス
タ
ー

ト
し

た
が
、

い
ま

の
労
資

の



力
関
係
が
大
き
く
変
ら
な

い
か
ぎ
り
、
高
額
所
得
者
の
こ
の
よ
う
な
不
正
預
貯
金

(脱
税
)
が
確
実

に

チ

ェ

ッ
ク
さ
れ
る
保
証
は
ど

こ
に

も

な

い
。三

 

つ
い
で
歳
出
予
算
を
み
な
け
れ
ぽ
な
ら
な

い
が
、
そ

の
前

に
、
「
行
革
」
予
算
下

(八
二
予
算
以
降
)

の
主
要
経
費

の
推
移
を
簡
単

に
小

括

し
て

お
こ
う
。

そ
れ

を
示

し

た

の
が
第

22
、

23
表

で
あ

る
。

み
ら
れ
る
と

お
り
、
独
占
資
本

の
利
益
に
直
結

し
、
そ

の
経
済
的
、

政
治
的
、

軍
事
的
な

「
安
全
保
障
」
を
確
保
す
る

騨
総
合
安
保
L

費

1

ー

す

な

わ

ち

、

防

衛

関

係

費

(
一
九
八

一
年
を

一
〇
〇

と
し

て
、

八
六
年

に
は

一
三
七

・
六
。

以
下
も

同
じ
)
、

国

債

費

(
一
七
〇

・

一
。
,
」

の
意
味
は
す

で
に
先
述
)、

エ
ネ

ル
ギ

ー
対

策
費

(
一
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第21表 不公平税制是正による増収見込

(億円)

(1}国税分 59,181

配当軽課の廃止等 6,560

諸準備金の 〃 7,663

諸引当金の改正等 24,482

利子 ・配当分離課 税の改廃 7,s70

その他 12,805

②地方税分 46,567

個人住民税 13,404

法人住民税 7,089

法人事業税 9,095

固定資産税 15,850

電気税 1,129

小 計x.05,748

*土 地 ・財産税(資 本金10億 84,000

円以上,税 率2%)

*有 価証券 ・財産税(上 場企

業税率5%)
33,976;

合 計 223,724

(注)*印 は,同 会が別に試算 した分を追加 し

た ものであ る。

※ 不公平な税制をただす会(1985.10)

二
六

.
九
)
、

経

済

協

力

費

(
一
四
六

・
六
。

こ
れ

に

は
ア
フ
リ
ヵ
難
民

へ
の
食
糧
援
助
な
ど

も

一
部
含
ま
れ

て
い
る
が
、
大
部
分
は
、
新
植
民
地
主
義
的
権
益
と
反
動

的
政
権
テ

コ
入
れ
の
た
め
の
経
費
)
等

が
、

超
緊
縮

予

算

(歳
出
総
額
は

=

四

・
八
)
下

に
も

か

か

わ
ら

ず

、

大
幅

に
突

出

し

つ
づ

け

て

い
る
。

な

お
、

公

共
事
業
費
が
低

い
の
は
主
と
し
て
生
活
基
盤
関
係

の
抑
制

の
た

め
で
、

独
占

の
た
め

の
大

型
プ

ロ
ジ

エ
ク
ト
の
事
業
と
経
費

は
財
政
投
融
資
分
を
あ
わ
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(1981=100}
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第23表 予算 総額中の 人件 費の推移

(構成比,%)

区 分1985 1986

社会保障関係費

文教 ・科学振興費

国 債 費

恩 給 関 係 費

地方財政関係費

防 衛 関 係 費

公共事業関係費

経 済 協 力 費

中小企業対策費

エネルギー対策費

食 糧 管 理 費

予 備 費 ほ か

総

(億円)

額

108.0

100.5

×53.s

103.4

111.1

129.2

91.0

137.9

87.0

126.7

68.6

105.5

110.9

100.6

170.1

142.6

116.S

137.6

88.9

146.6

82.6

126.9

..
・.

95.4

111.41114.8

{524,996){540,886)

1955

65

75

80

S1

$2

83

84

85

一般会計

12.9

・ ・

8.5

5.7

5.5

5.5

5.4

5.6

5.6

特別会計
(郵政ほか)

5.0

5.5

5.2

3.0

2.9

2.9

?.S

2.7

2.8

政府関係
機 関
(国鉄ほか)

21.7

15.4',
117

.7

16.4;

16.0,

15.s

15.2

14.6

13.5

第24表 公務 員数 の国 際比較

(人口千人当 り,人)

1日 本 イギ リス フ ランス1ア メ リカ西 ドイ ツ

央

員

防

業

員

計

防

糊

聡

国

国

国

政

方

..

中

地

総

除

17.2

7.2

2.5

7.5

26.9

44.0

41.6

48.8

7.9

9.5

31.4

52.3

101.1

91,.5

86.2

41.6

8.4

36.2

28.5

114.7

cos.3

21.2

7.7

13.5

55.S

77.Q

63.5

27.4

2.5

11.0

14.0

50,3

77.7

・a

第25表 国家公務員の定数増減の推移

区 分

非 現 業

現 業

X983

増員1削 減 」差 引

人

5,060

..
・.'

人

△5,431

03,Zos

人

X371

D1,324

1984

増員 削 減 差 引

人

4,471

1,869

人

05,609

△4,684

人

01,138

D2,81a

1985

劇 削 減陵 引
人 人

4,113×8,130

1,869Q4,334

人

04,017

△2,465

計6,944△8,fi39△1,6956,34・ △ ・0,293△ 亀953剰 鵬464△6,482
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せ
て
十

分
確
保

さ

れ
て

い
る
。

こ
れ

と

は
ま

っ
た
く

対

照
的

に
、

労

働
者

を
中

心
と
す

る
勤
労

階
級

に
直

結
す

る
諸

経
費

は
、

軒
並

に
大
幅

に
削

減

・
抑
制

さ
れ

つ
づ

け

て

い
る
。

第

一
に
人

件
費

に

つ
い
て

み
る
と
、

た
と
え
ば

一
般
会

計
歳

出
総
額

中

に
占

め

る
そ

の
比

率
が
、

か

つ
て

一
九

五
五
年

時
点

で

は

一
二

.
九

%
で
あ

っ
た

の
が
、

「
行
革
」

予
算

に
な

っ
て

か
ら
急

降
下

し
、

八
五
年

に

は
五

・
六
%

に
ま

で
低

下

し
て

い
る
。

郵
政

ほ
か
特

別
会

計
、

国
鉄

ほ

か
政
府
関

係
機

関

に
お

い
て
も
、

ま

っ
た
く

同
様

で
あ

る
。

こ
れ

は
、

い
う

ま
で
も

な
く
、

国
際

的

に
み

て
も

著

し
く

過
少

な

「
公
務
員

」
労

働
者

(第
24
表
参
照
)
の
な

か

で
、

人
員

削
減

「
合
理
化
」

(第
25
表
)
と
賃

金
抑
制

が

激

し
く

進
行

し

て

い

る

こ
と

の
反

映

で
あ

る
。

第26表 一般会計歳出

(億円,%)

区 分 鵬 劇 伸び率

◇社 会 保 障 関 係 費

生 活 保 護 費

社 会 福 祉 費

社 会 保 険 費

保 健 衛 生 対 策 費

失 業 対 策 費

計

◇文教 及 び 科 学 振 興 費

義務教育費国庫負担金

国立学校特別会計へ繰入

科 学 技 術 振 興 費

文 教 施 設 費

教 育 振 興 助 成 費

育 英 事 業 費

計

◇国 債 費

◇恩 給 関 係 費

◇地 方 交 付 税 交 付 金

◇防 衛 関 係 費

◇公 共 事 業 関 係 費
一 般 公 共 事 業 費

災 害 復 旧 等 事 業 費

計

◇経 済 協 力 費

◇中 小 企 業 対 策 費

鍵直犠 囎
◇そ の 他 の 事 項 経 費

◇予 備 費

合 計

11,100

19,001

59,640

4,9601

3,641

98,345

23,659

10,802

3,909

3,X99

5,767

8061
1

48,4451

　

113,195;

18,501

101β49

33,435

61・3591

8741

62・2331

6,2321

2,0521

6,296

a,961'

40,837

3,500

×40,886

2.6

D5.2

5.4

7.3

△0.9

2.7

0.4

1..7

2.5

Vw

1.1

D3.7

0.1

10.?

△0.71

5.1

6.58

01.2

△45.8

×2.3

6.3

△5.1

0.1

D14.3

05.6'

o.0

3.di



34商 経 論 叢 第22巻 第1号

第9図 防衛力整備計画の所要経費の推移

一 (18.4}

4

一

一 二 次防

五 三 中業(12.9)

四 次 防
(4.63)

五 六 中 業(15.6.16・4)

■r-6■ ■■..

灘

誌
濾
・防 ・

1≡

こ篇こ
・計 ・

三次防

識 識湯/勿 / 勿 塁
昭和33年 度353741424647515355859616265

20

15

10

5

(
兆
円

)

昭和33年 度3537414z4M'o↓ooo。 ・o。 。コVIV4

(注)(1)一 次防 と五三中業は経費総額 を示しておらず,期 間中の防衛費合計額で
代用

(2)数 字(単位兆円)は 名目値で,現 在の物価水準 は一次防当時に比べ約5倍

こ
の
ほ
か

に
も
、

社
会

保
障
費

(
=

○

・
九
)、

文

教
費

(
一
〇
〇

.
六
)
、

中

小
企

業
対

策
費

(八
二

・
六
)、

食
糧

管

理
費

(五
八

・
八
。

こ
れ
は
、
生
産

者
米
価
の
抑
制
と
消
費
者
米
価

の
引
き
上
げ
の
た
め
、
食
管
特
別
会
計

へ
の
繰

り
入

れ
が
カ

ヅ
ト
さ
れ
た
こ
と
の
反
映
)
な
ど
、
福

祉
、

生
活
、

教

育
、

小
零

細

企
業
、

農

漁

民
等
む

け

の
諸

経
費

が
、

大
幅

に
抑

制

な

い
し
削
減

さ

れ
て

い
る
。

こ

れ

ら

の
諸
経

費

は
、

「
総
合

安
保
費

」

は
も

ち

ろ

ん

の
こ
と
、

歳

出
総
額

の

伸

び
以
下

に
軒

並

み

お
さ
え

こ
ま

れ
て

い

る
。

こ

の
よ
う

に

「
行

革
」

の
階

級

的
本
質
、

し

た
が

っ
て
現
代

日
本

の
国
家

と
財
政

の
資
本

主
義

的

階
級

性

は
明
明

白

白

で
あ

る
。

こ
れ

で
も

な

お
、

階

級

国

家
論

が
古

い
と

い
う
者

が
あ

る
と

す

れ
ば

、

そ

の
方

こ
そ
"
時

代
遅

れ
"

と

い
う

べ
き

で
あ

ろ

う
。

マ
ル
ク

ス

・
エ
ン
ゲ

ル

ス
が

階
級

国
家

論
を
提

起

す

る
以
前

に

一
般

的

に
支

配
的

で
あ

っ
た
古

い
超
階
級

的

国
家
論

を

む

し
返

す

に
等

し

い
か
ら

で
あ

る
。

主
要

経
費

別

に
み

た
今

年

度

一
般
会
計

歳

出

の
内

訳

は
、
第

26
表

に
み
ら

れ

る
と

お
り
で
あ

る
。

以
下
、

主

な
経
費

の
特
徴

と

問
題
を

簡
潔

に
と
り
あ

げ

て

お

こ
う
。

ま
ず
防

衛
関

係
費

に

つ
い
て

い
え
ば
、

今
年

度

は
、

総
額

約

一
八
兆

四
、

○

○
○

億

円

(国
民

一
人
当
り

一
五
万
円
余
)
を

も

つ
ぎ

こ
む
新

「
中
期
防

衛
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第27表 防 衛関係費 の内訳 と推 移

(%,億 円)

区 分1・9821・9831・984i・985・986

人 件 ・糧 食 費

一 般 物 件 費

後年度負担の歳

出化(ツ ケ払い)

総 額

46.6

26.3

27.1

goo.o
(25,861)

44.5

24.4

31,1

soa.o
(27,542)

44.6

21.9

33.5

goo.o
(29,346}

45.1

20.?

34.2

ioo.o
(31,371)

45.1

39.9

35.2

xoo.o
X33,435}

第28表 主要軍事機器の価額

(百万円,1986年)

装 備1総 劉 簾 劉 平騨 価

〔陸上 自衛隊〕

74式 戦車 21,744 21,?44 ..

新 型(FH70)115㎜ 弾 砲(H) 14,045 14,045 32?

203㎜ 自走 弾砲(HSP) 4,315 4,142 360

対戦 車ヘ リAH-iS 18,904 ..

2,363

輸送 ヘ リCH-47 21,497 21,497 5,3?4

地対空誘導弾 z9,loo Y9,100 2,388

〔海上 自衛隊〕

護衛艦

甲型 43,277 43,239 43,2?7

乙型 50,548 50,067 25,274

潜水艦(SS) 39,763 39,614 39,763

訓練支援艦(ATS)2200t 14,586 14,547 ].4,586

対潜哨戒機P-3C 107,531 107,531 107,531

掃 海 ヘ リMH-53E 20,023 19,870 5,006

〔航空自衛隊〕

迎撃戦 闘機F-15 119,344 X19,198 9,X45

輸送機C-130H 11.,408 119,198 5,?04

輸送 ヘ リCH-4? 16,9fi9 16,969 5,656

中等練習機T-4 35,924 35,619 2,994

81式短距離地対空誘導弾(短SAM) 9,100 9,100 2,2?5

携帯式地対空誘導弾(携帯短SAM) 1,500 1,400 X25
f

力
整
備
計
画
L

の
初
年
度

に
あ
た

っ
て
い
る

(第
9
図
参
照
)。

そ
の
八
六
年
度
分
は
、
総
額

で
三
兆
三
、
四
〇
〇
億
円
、
対
前
年
六

・
五

八
%
増

と
今
年
度
も
大
幅
突
出
と
な

っ
て

い
る
。

し
か
し
、

こ
の
中
に
は
、
従
来
ま
で
慣
例
的
に
計
上
さ
れ
て
き
た
給
与
ベ
ァ

一
%
分
が
、

第

一
に
賃
金
抑
制
と
、
第
二
に
軍
事
費
突
出

の
印
象
を
う
す
め
る
と
い
う
一
一
つ
の
政
治
的
目
的

の
た
め
に
、
今
年
度
は
意
図
的

に
全
然
盛

込
ま
れ
て
い
な
い
。

こ
れ
を
含

め
れ
ば
実
質

は
七

・
〇
四
%
増
と
な
り
、

昨
年
度

の
伸
び
率

(六

・
九
%
)
を
も

上
回
る
大
膨
張
で
あ

る
。
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対

G
N

P
比
も
○

・
九
九

三

%
と
表
面

的

に
は

一
%
枠

内

で
あ

る
が
、

ベ

ァ
が
仮

り

に

一

・
六

三
%
以

上

で
あ

れ
ば

、

こ
れ

も

た
ち
ま

ち
突
破

す

る
。

く

わ

え
て
、
年

々
膨

張

の
度

を
速

め
て

い
る

「
後

年
度
負

担
」

の
歳

出
化
分
、

す

な
わ

ち

ツ
ヶ
払

い
分

が

一
兆

一
、

六
九

九
億

円

で
総

額

の
三
五

%
を
占

め

(第
27
表
参
照
)、

そ

の
新

規

分

一
兆

三
、

二

一
四
憶
円

を

合
わ

せ
る

と
約

二
兆

五
、

○
○

○

億
円

に
も

膨

ら
む
。

た
と

え
ば
、

一
隻

約

五
〇
〇

億

円
も
す

る
護

衛
艦

を

買
う

場
合
、

今
年

度

の
実
際

の
支

出

は

一
隻

に

つ
き
頭

金

三
、

九

〇
〇
万

円

(O

・
〇
八
%
)
で
、

残

り

の
九
九

・
九

二
%
は
後

払

い
で
あ

る
。

ま

た
、

大

量

の
人
員
削

減

の
中

で
、

過

去

三
年

間

ゼ

ロ
で
あ

っ
た
定

員
増

六
〇

〇

人
を
自

衛

隊

に

の
み
認

め
る

な
ど
、

「
行
革
」

下

の
軍
拡

は
と
ど

ま

る

こ
と
を

し
ら
な

い
勢

い
で
あ

る
。

こ
う

し
た
軍
拡

が

国
内

外

の
反
核

・
全
面

軍
縮

の
強

い
世
論

に
逆
行
す

る

の
み
な
ら
ず

、

ま

っ
た
く

巨
額

の
社
会

的
浪
費

で
あ

る

こ
と
は
、

第

28
表

の
主

要

装
備

の
価
額

を

み

る
と

い

っ
そ
う

明

白
で
あ

ろ
う
。

軍
事
費

の
ほ
か

に
も
、

そ

の
意

義

に

つ

い
て
は
す

で

に
先
述

し
た
国
債
費

(独
占
資
本

へ
の
利
子
支
払
)

が
、

一

一
兆

三
、

○
○

○
億

円

で
、

伸

び
率
、

構
成

比

と
も

に
諸
経
費

中

最
高

で
、

そ
れ
ぞ

れ

一
〇

・
七

%
と
二
〇

・
九

%
、

経
済
協

力
費

(こ
の
意
義
も
先
述
)
も

六
、

○

○
○

億
円
、

六

・
三
%
増

(円
高

の
た
め
ド

ル
換
算
で
は
約
二
〇
%
増
)
と
大

幅
突

出

で
あ

る
。

ま
た
、

公
共

事
業
費

も
、

社

会
的

生
活
基

盤
整
備

の
削
減

(た
と
え
ば
、
住
宅
対
策
O

・
一
%
減
、
下
水
道

.
環
境
衛
生

一
.
一
%
減
な
ど
)
、

地
方
自

治
体

へ

の
負

担
転

嫁

(補
助
率
引
下

げ
)、

災
害

復

旧

の
大

幅

カ

ッ
ト

(四
五

・
八
%
減
)
な
ど

の
反

面

で
、

独

占
資

本

む
け

に
は
大

盤
振

舞

さ
れ

て

い
る
。

す

な
わ

ち
、

独
占

資
本

に
た

い
す

る

9
有
効
需

要

の
提

供
、

O
過
剰
資

金

の
投
資

、

先
提

供
、

日
集
票

手

段
を

か
ね
あ

わ

せ
て
、

「
内
需

拡
大
」

「
民
間

活
力

の
導

入
」

の
名

の
も

と

に
、

財

政

投
融
資

の
大

幅
増

額

(
一
一
.
九
%
増
)
を
併

用

し

つ
つ
、

大

型
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

中

心
と
す

る
総

事
業

費

は
前

年
度

を

上
回

っ
て
確

保

さ
れ

て

い

る

か

ら

で
あ

る
。

東
京
湾

横
断

道
路

(建
設
費
五
五
億
円
、
調
査
費
五
億
円
)、

明

石
海

峡

大
橋

(建
設
費
五
〇
億
円
)、

新
産

業
社

会
基

盤
整

備
施
設

事
業

(調
査
委
託
費
八
、

四
〇
〇
万
円
)
、

整
備

新
幹

線

(東
北
、
九
州
、
北
陸
あ
わ
せ
て
、

前
年
度
よ
り
五
〇
億
円
増
の

一
七
八
億
円
)
、

等
等

が
そ

れ

で
あ

る
。
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第29表 軍事費と社会保障費

(対前年伸び率)一
10.3

9.9

6.2

1.4

0.5

3.7

3.Q

 

"

届
躯

鵬

脚

留
留

6.5

7.6

7.8

6.5

6.6

6.9

6.6

1980

81

82

83

84

85

86

会
長
は
斉
藤
英
四
郎
新
日
鉄
会
長
)
で
あ
る
。

者

の
能
力

の
活
用

に
よ
る
特
定
施
設

の
整
備
促
進
臨
時
措
置
法
案
L
(仮
称
)

閣
議
決
定
、
今
国
会
提
案
を
予
定
し
て
い
る
。

も

の
の
う
ち
、

六
種
類

に
つ
い
て

特
別
償
却
、

不
動
産

に
つ
い
て
固
定
資
産
税
、

除
、
整
備
資
金

の
借
入

に
た

い
す
る
債
務
保
証

遇
措
置
を
提
供
す
る
こ
と
に
し
て
い
る
。

こ
う
し
た
独
占
資
本

の
た
め

の

「
総
合
安
保
」

経
費
を

「
聖
域
」
扱

い
し
て
突
出
さ
せ
た
の
と

は
、
対
照
的
に
、

労
働
者
を
中
心
と
す
る
勤
労
国
民
む
け
の
諸
経
費

は
、
今
年
度
も
大
幅

に
軒
並

ヵ

ッ
ト
な
い
し
抑
制
さ
れ
て
い
る
。

ま
ず
社
会
保
障
費

は
、

対
前
年
二

・
七
%
増

(物
価
上
昇
や
高
齢
者
増
な
ど
考
慮
す
れ
ば
実
質

マ
イ
ナ
ス
)
で
、

五

こ
れ

ら

「
民

間
活

力

」
を
導

入
し

た
産

業
基

盤
整

備

事
業

と

は
、

利

潤

の
あ
げ

ら
れ

る
好
条
件

を

国

家
が
用
意

し

て
、

民

間

の
資
金

、

人
材

・

を
活

用

し

な
が

ら
産

業
基

盤

・
社

会
資
本

を
整

備

・
建
設

し

よ
う
と
す

る
も

の
で
あ

る
。

そ

の
今
年

度

に
お
け

る

「
月

玉
」

が
、

八

六
年

度
着

工
、

九

五
年

度
完

成

予
定

で
、
総

工
費

一
兆

一
、

五
〇

〇
億

円

の
東
京

湾
横

断

道

路

で
あ
り
、

政
府

と

一
体

と

な

っ
て
民

間
側

で

こ
れ

ら
を
推

進

し

て

い
る

の
が

日
本

プ

『

シ

ェ
ク

ト
産

業
協
議

会
J

A
P
I

C

(鉄

鋼
、
建
設
業
を
中
心
に
一
二

団
体
、

一
六

一
企
業
が
参
加
し
て

い
る
社
団
法
人
。

政

府

は
、

こ
れ

ら
を

推
進

す

る
た

め

に
、

二
月

一
=

日
、

「
民

間
事
業

を

ま
と

め
、

民
治

一
括
法
案

と
し

て

こ
れ

に
よ

っ
て
、

民

間

企
業

や
第

三

セ
ク

タ
ー
な
ど

が
建
設

し
た

「
特
定

施
設

」

と

し

て
認
定

し
、

取

得

・
建
設

し
た
建
物

に

つ
い
て

の
初

年
度

不
動

産

取
得

税

の
軽

減

、
土

地

に

つ
い
て
特
別
土

地
保

有

税

の
免

(そ
れ
を
行
う
た
め
認
可
法
人

「産
業
基
盤
信
用
基
金
」
設
立
)
等

の
優

第30表 社会保障費の国際比較

(国民所得比)

29.9

33.4

39.6

1980

・・r

・`1

ツ

ス

ソデ

イ

ン

一

 ド

ラ

ェウ

西

フ

ス

14.1

16.4

21.2

・・

1980

×979

 

本

カ

ス

リ

渦Hノ

メ

ギ

日

ア

イ
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第31表 「受益者負担」の増大一
国民健康保険の保険料の一一

世帯当た り年間納付限度額

35万 円 37万 円

医療費の自己負担限度月額5万1000円
15万4… 円

医療費の年間自己負担(夫

婦,子 供2人 の標準的なサ

ラ リーマソ家庭)

9万3000円 9万3600円

国民年金の保険料(月 額)1674・ 円

4月1日

171・ ・円

老人医療の自己負担

①外来は 月に400円

② 入院 は 日の300円

(2ヵ 月限 度)

①外来 は月に1000円

・入院 は 日に500円

(限度期 間なし)

6月1日

老人ホームの利用者負担の ①特別養護8万 円 ①特別養護10万 円

上限月額 ②養護6万 円 ②養護7万 円

食費だけを徴収して 光熱水費や人件費も徴

身体障害者更生援護施設の お り,上 限 月 額 は 収し,上 限月額は老人

利用者負担 2万5200円
ホー ムとのパ ラソスを

とって引き上げる

精神薄弱者援護i施設の利用 9000円
2倍 以下をめどに引き

者負担の平均月額 上げる

女性の厚生年金の保険料率 11.3% 11.45%
(事業主 と本人の折半)

7月1日

10月1日

年

連
続

し

て
三

%
以
下

に
お
さ
え

こ
ま
れ

た
。

こ
の
実

質
削

減

は

「
相

互
扶
助

」
「自

助

努
力
」

の
名

の
下

に
、

主

と

し

て
地
方

へ
の
補

助
率

カ

ッ
ト

(金
額
に
し
て
、
約
三
、

二
〇
〇
億
円
の
削
減
)

や

「
受

益
者

負

担
」

の
増

大

(第
31
表
参
照
)
を

行

な

っ
た

た

め
で
、

具
体

的

に
は
、

特

別
養
護

老

人

ホ

ー

ム
、

保

育
所
、

身

障
者

施
設

へ
の
補
助

率

一
〇
分

の
七
か
ら

一
〇

分

の
五

へ
削
減
、

厚
生

年
金

国
庫
負

担

金

の
繰

入
額

四
分

の

一
削

減
、

政
府

管
掌

健
保

へ
の
補

助

削
減

が

は
か
ら

れ

た
。

ま

た
医
療

関
係

で
も
、

老
人

医
療

の
本

人
負

担
増

加

(先
述
)
、

国

立
病

院

・
療
養

所

の
三
割

強

に
あ

た

る
七

四

ケ
所
削

減
、

ま
た
そ

の
半
数

を

超
え

る

一
二

ニ
ケ
所

の
統
廃

合

な

い
し
自

治

体

へ

の
移
管

な

ど
、

防
衛
費

突
出

の
犠
牲

と
さ

れ

て

い
る

(第

29
表
参
照
)。

国
際

的

に
も
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最
劣
悪
な
わ
が
国

の
社
会
保
障
が
い
ち
だ
ん
と
悪
化
す

る
こ
と
が
必
至
で
あ
る

(第
30
表
)。

教
育
費
で
も
、
対
前
年
わ
ず

か
に
○

・
一
%
増

に
抑
制
さ
れ
、
小
中
学
校
人
件
費
補
助
八
四
二
億
円
削
減
、
離
島

・
過
疎
地

の
学
校
施

設
費
を
補
助
七
八
億
円
削
減
、
教
職
員
定
数
三
、

六
一↓二

人
減
、
国
立
大
学
、
短
大
、
高
専

の
授
業
料
引
き
上
げ

(先
述
)、
私
立
校
補
助

昨
年
並
す
え
置
き
、
等

々
大
幅

に
カ

ッ
ト
さ
れ
て
い
る
。

農
林
水
産
関
係
も
、
四

・
八
%
減

(生
産
者
米
価
抑
制
と
消
費
者
米
価
値
上
げ
に
よ
る
食
管
会
計

へ
の
繰
入
削
減
ほ
か
)、
中
小
企
業
関
係
も
、

五

・
一
%
減

で
、
円
高

・
不
況

で
危
機

に
見
舞

わ
れ
る
こ
と
が
確
実

に
予
想
さ
れ
る
に
も

か
か
わ
ら
ず
大
幅

カ

ッ
ト
さ
れ
て

い
る
。

以
上
み
て
き
た
国
家
予
算

の
特
徴
は
、
地
方
財
政
計

画

(第
32
表
参
照
)
に
も
あ

ら

わ

れ

て

い
る
。

e
歳
出

・
入
の
全
体

の
規
模
は
四

第32表86年 度の地方 財政計画

(単位:億 円,△ はマイナス)

対前年度
比翻 率60年 度

昭 和
61年 度

 

分区

6.9

4.s

4.0

f2.3

12.1

4.9

2.6

225,X85

4,620

94,499

102,026

39,500

9,130

34,311

240,720

4,832

9$,3D9

99,636

44,290

9,580

31,091

 

税

税

税

金

債

料

入

数

与

付

出

手

方

譲

交

支

方

び

収

入

方

方

庫

級

歳

用

地

地

地

国

地

使

雑

4.s52$,458 505,271

 

計

s.0

4.6

3.6

3.0

2.5

]..3

3.?

10.6

17.4

149,582

105,398

56,677

6,583

166,343

82,197

84,146

12,088

8,600

158,598

110,288

58,736

6,780

170,584

83,284

s7,300

13,372

10,100

費

費

費

費

費

助

独

金

費

出響

轟

歳
与
般

持
資

急

 給

一
公

維

投

公

不

4.6528,4581505,2711

 

計

・
六
%
増
で
、
抑
制

・
緊
縮
予
算
と
な

っ

て
い
る
が
、
国

の

一
般
会
計

の
伸
び
率
三

%
増
を
上
回

っ
て
い
る
。

こ
れ
は
円
高

・

不
況
対
策
と
し
て
の
内
需
拡
大

の
た
め
地

方
単
独
事
業
を
増
や
し
た
こ
と
に
よ

っ
て

い
る
。

口
八
五
年
度
限
り
と
さ
れ
た
高
率

補
助
金

(補
助
率
が
二
分
の

一
を
超
え
る
も

の
)

の

一
律

カ

ッ
ト
方
針
が
八
八
年
度
ま

で
さ
ら
に
三
年
間
継
続
さ
れ
た
。

こ
れ

に

よ
る
八
六
年
度

の
地
方
負
担
額
は
、
経
常

費
系
統
六
、

一
〇
〇
億
円
、
投
資
的
経
費
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第33表 地方公務員数の推移

酬 職(昊)数1対前輔 減

 

部

06,739

D4,770

×11,509

D174

D23

691

494

2,693

△399

2,294

680,544

461,507

1.,142,051

1,309,942

246,067

129,092

1,685,x.01

182,322

212,545

394,897

理

係

育

察

防

院

営

糊

計

計

響

一
福

教

警

消

病

そ
企

rI
1
/

r
ー
ー
ノ
ー

～

1

 一
般
行
政

特
別
行
政

公
営
企
業
等

合 訓 餌22島 ・19
△8,721

(注)1985.4.1現 在

※1986.3.21自 治 省 発 表

系

統

五
、

六
〇

〇

億
円
、

総
額

で

一
兆

一
、

七
〇
〇

億

円

で
、
前

者

で

は

例
外

的

に
結
核

医
療
費

負

担

金
な
ど

十

分

の
七
を

除

い
て
、

こ
れ
以
外

の

ほ
と

ん
ど
す

で

の
補

助
金

の
負

担
率

を

二
分

の

一
な

い
し
そ
れ
以

下

と
す

る
、
後

者

べ
て

は
補

助
負

担

率
を

一
ラ

ソ
ク
ず

つ
、

そ
れ

ぞ
れ

さ
げ

る

と

い
う

も

の
で
あ

る
。

㊨

こ
の
分

の
財

源

不
足
を
補

う
た

め
地

方

た
ば

こ
消

費

税

の
引

上
げ

(
一
、
二
〇
〇
億
円
)、

地

方
交

付
税

の
増
額

(同
)、

建

設

地
方

債

の
増
発

(九
、
三
〇
〇
億
円
)
の
特

例
措

置

が
と

ら
れ

、

こ
の
結

果
、

地
方

債
収

入

が
対
年

比

一
二

・
一
%
も
伸

び

る

に

い
た

り
、

赤
字
体

質

が

い

っ
そ

う
強

ま

る

こ
と

に
な

る
。

四
ま

た
財
源

不

足
を
補

う
と

い
う

理
由

で
、
高
校
授
業
料
、
幼
稚
園
保
育
料
な
ど
使
用
料

・
手
数
料
が
四
五
〇
億
円
も
増
収
が
見
込
ま
れ
て
公
共
料
金
値
上
げ
が
相
次
ぐ
と
予
想

さ
れ
、

こ
の
面

で
も
、
国

の
財
政
赤
字
が
地
方
団
体
を

つ
う
じ
て
、
結
局

は
勤
労
大
衆

に
大
幅

に
転
嫁
さ
れ
る
も

の
と
な

っ
て
い
る
と
い

わ
ね
ば
な
ら
な

い
。

ま
た
自
治
省
発
表

(第
33
表
)
に
よ
る
と
、

八
五
年
四
月

一
日
現
在

の
地
方
公
務
員
総
数

は
、

三
二
二
万
二
、
〇

一
九
人
で
、
前
年
同

期

に
比
べ
て
○

・
三
%
、

八
、

七
二

一
人
減
と
な

っ
た
。
総
数

は
、
同
省
が
七
四
年

に
調
査
を
始

め
て
か
ら
八
四
年

に
初

め
て
九

一
〇
人

減
少

し
た

の
に
続

い
て
、
今
回
は
そ

の
幅
が
さ
ら

に
増
え
た
。
第
33
表

に
み
ら
れ
る
と
お
り
、
消
防
と
病
院
を
除

い
て
、

一
般
管
理
、
福

祉
、
教
育
な
ら
び

に
病
院
以
外

の
公
営
企
業
等
す
べ
て
減
少

と
な

っ
て
お
り
、

六
〇
歳
定
年
制

の
導
入
を
含
む

「
地
方
行
革
」
が
、
本
格

的
な
実
施
段
階

に
入
り

つ
つ
あ
る
こ
と
を
物
語

っ
て
い
る
。

(
一
九
八
六

・
三

二
二
、
未
完
)


